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教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況に関する 
点検及び評価について 

 

下関市教育委員会においては、教育基本方針を「生命
い の ち

きらめき 未来
あ す

を拓
ひら

く 下関の教育」

として、５つの教育重点施策を定めるとともに、下関市のマスタープランである「下関市総

合計画」に掲げられた「自然と歴史と人が織りなす交流都市 ～自然と人、人と人、ふれあ

いで輝く共創のまちづくりを目指して～」とした、まちづくりの基本理念を踏まえ、「地域の

特色を活かしたまなびのまち」の実現のために、「生涯学習の推進」、「学校教育の充実」、「文

化・スポーツの振興」、「国際化への対応」の４つの施策体系のもと、教育・文化に関する各

種事業を展開、実施しています。 
 教育委員会が推進する施策及び施策を実現するための各種事業の点検及び評価については、

これまで行政評価を通じて取り組んでいるところです。 
 行政評価は、目標指数及び市民意識調査による目標管理に主眼を置いた現状把握、市政向

上のための進捗管理及び事業・業務の見直しを行うため、下関市において平成１８年１１月

に策定された「下関市行政評価システム実施要領」に基づき、実施しているもので、日常業

務、事業を点検するとともに、改革改善に向けた取り組みへの検討を行うツールとしての役

割を担っており、実施した行政評価については、「下関市行政改革推進委員会」への報告が行

われており、その内容はホームページにおいても公表されています。 
 本報告書は下関市総合計画の施策体系を基準として点検・評価を実施した教育委員会所管

の平成１９年度事業に係る行政評価を、教育委員会が定めた教育重点施策の体系別に整理し、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２７条に基づく

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」として、議会に提出し、公表す

るものです。 
 
 

平成２１年２月 
 
                           下関市教育委員会 
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Ⅰ 序 章 

  

 ここでは、教育委員会が毎年定めている「教育基本方針」及び教育基本方針に基づき定め

ています「教育重点施策」並びに下関市総合計画＊１に掲載されている教育委員会所管の施策

等を掲載するとともに、本報告書の点検及び評価の方法、個別の評価表の見方等について説

明しています。 

 

 

※１ 総合計画  

市の行政運営の最も基礎となる計画であり、まちの将来像とその実現のための施策体系、施策の

方向、内容などを示すもの。 
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１ 平成１９年度下関市教育基本方針 

 

生命
い の ち

きらめき 未来
あ す

を拓
ひら

く 下関の教育 

行きたい学校 帰りたい家庭 大すき「ふるさと下関」 

 
現在、少子高齢化・高度情報化やグローバル化・地球環境問題の深刻化など、わたしたち

を取り巻く社会は激しい変化の中にあります。この社会の変化に柔軟に対応できる人間を育

てることは、現在の教育の当面する課題です。一方、どのように社会が変化しようとも、豊

かな人間性を育てることは、時代を超えて変わらない市民の共通の願いです。 
 
「生命きらめき」とは、生命のすばらしさに感謝し、人間としてきらきらと輝くように自

分らしく生きることをいいます。わたしたちは、心身ともに健康で困難にくじけないたくま

しさをもつこと、また、主体的に活動する意欲をもち、自分で課題を見つけたり、よりよく

問題を解決したりする資質や能力を身に付け、人間としての美しい生き方をめざすことが大

切です。 
 
「未来を拓く」とは、人と人、人と自然との共生を基盤とし、豊かな未来社会を切り拓き、

築いていくことをいいます。わたしたちは、自分の将来の夢や希望に向かって活動するため

に、やさしい心をもって他の人と協調し、思いやりの心や感動する心、生命や人権を尊重す

る心などの豊かな人間性を身に付け、これからやってくる未来を切り拓くことが大切です。 
 
「下関の教育」とは、「生命きらめき 未来を拓く」人材を育成することです。これはわた

したち一人ひとりが「たくましさ」と「やさしさ」を身に付けることでもあります。そのた

めに、人や自然とのふれあい、社会や書物との交わりを通して、心のかよいあう教育を展開

します。また「ふるさと下関」を愛し、地域社会や日本の社会の一員としての自覚をもち、

自然・歴史・文化等を大切にし、誰もが住みよい社会をめざします。 
 
このように下関市教育委員会では「生命きらめき 未来を拓く 下関の教育」を教育基本

方針として、下関の教育に対する市民の期待と教育改革の要請を受け止めているところです。

その具現化のため、特色ある教育活動の創造に取り組むとともに、潤いのある教育環境の整

備・充実に努めます。また、学校・家庭・地域社会のそれぞれがもつ教育機能の活性化を図

り、相互の緊密な連携を推進します。そして「だれでも、やさしく、たのしく学ぶことので

きる生涯学習」の一層の充実をめざします。 
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２ 平成１９年度下関市教育重点施策 

 
１ 「ふるさと下関」の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進 

＊ 地域に根ざした特色ある学校づくりに努めます。 
＊ 知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育む教育内容や指導方法の工夫・改

善に努めます。 
＊ 中核市にふさわしい教職員研修を構築し、資質能力の向上に努めます。 
＊ 教育機能が発揮でき、潤いのある学校施設の改善に努めます。 

 
２ みらいへつながる社会教育の推進 

＊ 学びやすい環境づくりに努めます。 
＊ 学びを広げるネットワークづくりに努めます。 
＊ 学びを生かす舞台づくりに努めます。 
＊ 地域に根ざした特色ある公民館づくりに努めます。 

 
３ 心豊かな青少年の育成 

＊ 関係機関との連携を密にした啓発活動に努めます。 
＊ 青少年を育てる地域づくりに努めます。 
＊ 青少年団体の活動を奨励し、指導者の育成と資質の向上に努めます。 
＊ 青少年の非行防止と環境浄化に努めます。 

 
４ 文化財の保存と活用 

＊ 文化財の調査及び保存とその活用に努めます 
＊ 文化財施設及び文化財学習施設の整備充実に努めます。 
＊ 史跡の保存整備に努めます。 

 
５ 健やかさを育む体育スポーツの振興 

＊ 青少年の体力・運動能力の向上と健全な心身の育成に努めます。 
＊ 市民の健康づくりをめざす生涯スポーツの推進に努めます。 
＊ 競技力向上、スポーツ諸団体の育成、スポーツの国際交流等競技スポーツの推進に

努めます。 
＊ 体育施設の整備充実に努めます。 
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３ 点検及び評価の方法等について 

 

（３－１）点検及び評価の方法 

本報告書の点検及び評価については、本市で実施している行政評価の手法を活用していま

す。 
行政評価とは、行政活動が市民に対してどのように成果をあげたのかという観点から定期

的に、また一定の基準で点検・評価を行い、その結果を事業の見直しや計画立案に結びつけ

るとともに、その情報を市民に公表して説明責任を遂行する仕組みです。 
行政評価システムは、施策評価と事務事業評価で構成され、事務事業は施策のいずれかに

位置付けられています。施策評価は、総合計画の施策単位となっており、施策の目的がどの

程度達成されているかを評価し、その結果を市民に公表するとともに、より効果的な市政の

運営や施策の企画・立案に役立てることを目的とします。また、事務事業評価では、施策評

価の結果に基づき施策の向上のために見直すべき内容を検証するとともに、事務改善の観点

から事業の執行方法についての検証を行なうこととしています。 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うことの

目的は、教育委員会の定める基本方針にそって具体的な教育行政が執行されているかどうか

について、教育委員会自らが事後にチェックするとともに、教育委員会が地域住民に対する

説明責任を果たし、その活動を充実することであることから、すでに本市で実施している行

政評価の手法を活用するものです。 
なお、本報告は今年度が初年度であることから、より分りやすい報告書となるよう、点検

及び評価の方法については、適宜見直しを行っていくこととしています。 
 
（３－２）行政評価の手順 

行政評価は以下の手順により実施しています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策の状況、実現度の検証 

 ・目標指数の推移及び市民意識調査結果から施策の状況を検証 

事務事業評価の実施 

 ・上位施策への貢献度（事務事業評価シート） 

施策評価の実施 

 ・事務事業評価結果の総括及び施策の向上に向けて有効性の検証（施策評価シート） 

事務事業の改善、見直し 

・施策評価、事務事業評価の結果から、事業、業務の今後のあり方、具体的な見直しを検討

 ・「施策の方向・方針」及び「事業の方向・方針」の最終的な判断 

評価結果の反映 

 ・施策の向上や事務事業の改善に向けた具体的な取り組みの実施 
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（３－３） 下関市総合計画に位置付けられた施策体系（教育委員会関連分） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

人と自然にやさしく安全で

安心して暮らせるまち 

地域・生活関連施設の整備 
（施策） 交流施設等の設備 
    （公民館等の整備） 

 
生活安全の推進 
（施策） 防犯対策 

観光や交流から生まれる

多彩で魅力あるまち 

連携・交流の促進 
（施策） 市内の連携・交流 

地域の特色を活かした 

まなびのまち 

生涯学習の推進 
（施策） 図書館の充実 
     公民館活動の充実 
     生涯学習支援体制の充実 
 
学校教育の充実 
（施策） 教育環境の整備・充実 
     特色ある学校づくり 
     私学の振興 
 
文化・スポーツの振興 
（施策） スポーツ活動の推進及び環境の 

整備・充実 
         芸術文化活動の推進及び環境の 

整備・充実 
         文化財の保護 
 
国際化への対応 
（施策） 国際化の推進（国際理解教育） 
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（３－４）行政評価の対象事業 

 １ 行政評価を実施した平成１９年度の施策、事業数 
施策評価    ２０施策 

事務事業評価 １５１事業 
  
２ 下関市総合計画の施策別による評価施策数及び事務事業数  

  〔第２章〕人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち 

    第８節 地域・生活関連施設の整備 
       交流施設等の整備 （施策評価１ 事務事業評価１１） 
    第９節 生活安全の推進 
       防犯対策 （施策評価１ 事務事業評価１６） 
〔第４章〕観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち 

    第２節 連携・交流の促進 
       市内の連携・交流 （施策評価１ 事務事業評価２） 
 〔第６章〕地域の特色を活かしたまなびのまち 

    第１節 生涯学習の推進  
       図書館の充実 （施策評価１ 事務事業評価５） 
       公民館活動の充実 （施策評価１ 事務事業評価５） 
       生涯学習支援体制の充実 （施策評価１ 事務事業評価３） 
    第２節 学校教育の充実 
       教育環境の整備・充実 （施策評価５ 事務事業評価５２） 
       特色ある学校づくり  （施策評価１ 事務事業評価３） 
       私学の振興 （施策評価１ 事務事業評価３） 
    第３節 文化・スポーツの振興 
       スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実（施策評価１ 事務事業評価２８） 
       芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実 （施策評価１ 事務事業評価 ５） 
       文化財の保護 （施策評価４ 事務事業評価 1７） 

第４節 国際化への対応 
       国際化の推進 （施策評価１ 事務事業評価１） 
 
（３－５）施策評価、事務事業評価の内容 

 １ 施策評価 
１）評価対象となる施策  

   下関市総合計画基本計画の「主要な事業」として掲げている２０施策 
  ２）評価方法 

   目標指数評価※１（目標指数達成状況）と市民生活実感評価※２（市民意識調査）の結果

から施策の総合評価として５段階評価※３による自己評価（施策を実施している所管課に

よる評価） 
 

２ 事務事業評価 

  １）評価対象となる事務事業 

   予算事業をベースとした１５１事業（他の事務事業の補助的な役割を担っている事業

や、規模の小さな事業を除く） 
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２）評価方法 

   事業の成果、施策向上への貢献度の検証、点検を行った結果を踏まえて「妥当性」※４、

「有効性（貢献度）」※５、「効率性」※６の観点から５段階評価※７による自己評価（事務事

業を実施している所管課による評価） 
 
※１ あらかじめ設定してある毎年度ごとの目標値に対する達成度による評価 
※２ 毎年度実施する市民意識調査の結果を基に評価 
※３ 「十分達成されている（Ａ）」、「かなり達成されている（Ｂ）」、「そこそこ達成されている（Ｃ）」、「あま

り達成されていない（Ｄ）」、「達成されていない（Ｅ）」の５段階 
※４ 「市民ニーズや事業の意義」、「公共性等」という観点 
※５ 「目的に沿った期待通りの成果」、「事業成果の上位施策への貢献」という観点 
※６ 「最適な手段、執行方法」、「費用対効果」という観点 
※７ 「総合的に高い」から「総合的に低い」までの５段階 
 
（３－６）個別の評価表の見方 

 評価を行った施策の評価表における語句等の説明は以下のとおりです。 
① 施策名等の欄 

施策名 総合評価 　 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

　

　

　

　

　

 

「施策名」  

下関市総合計画基本計画の「主要な事業」として掲げている施策 
「総合評価」 

  「目標指数評価」、「市民生活実感評価」を踏まえた総合評価 
「課所室」 

  施策実現に向け事務事業を行う所管課（評価を実施した課所室） 
「施策の対象」 

施策が働きかける「対象」、「受益者」 
「施策の意図」 

施策の「目的」、「将来像等」 
「施策の概要」 

  取り組みの方向性等 
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② 点検・評価の欄 

「目標指数評価」 

  あらかじめ設定した毎年度ごとの目標値に対する達成度により評価 
   a：目標指数達成度 ８０％以上１００％ 
   b：  〃     ６０％以上８０％未満 
   c：  〃     ４０％以上６０％未満  
   d：  〃     ２０％以上４０％未満 
   e：  〃     ２０％未満 
※ 目標指数達成度は個々の目標指数を達成度によりポイント化（100％以上（４点）、95％以上 100％未

満（３点）、90％以上95％未満（２点）、85％以上90％未満（１点）、85％未満（０点））し、 

目標達成度の合計点／（４点×目標指数の個数）で目標指数全体での達成度を計算し、上記の区分に当

てはめたもの。 

【例】施策①教育環境の整備・充実（教育指導） 

  平成１９年度 目標１００ 実績８８ ＠８８／１００＝８８％＝１点 

  目標指数は１つなので、１点／４点＝２５％となり、目標指数達成度は「d」 となる。 

「市民生活実感評価」 

  毎年度実施する市民意識調査※１の結果を基に評価 
  設問の回答結果を「そう思う（２点）」、「どちらかというとそう思う（１点）」、「どちら

ともいえない（０点）」、「どちらかというとそう思わない（△１点）」、「そう思わない（△

２点）」と点数化して、回答数×配点を有効回答数で除した値により評価 
  a：評価点が ０．８以上 
    b： 〃   ０．３を超え０．８未満 
    c： 〃  △０．３以上 ０．３以下  
    d： 〃  △０．８を超え△０．３未満 
    e： 〃  △０．８以下 
「施策の総合評価」 

  目標指数評価及び市民生活実感評価の結果から施策の総合評価としてＡからＥまでの５

段階による評価 

 （総合評価は施策により目標指数評価を重視する場合、市民生活実感評価を重視する場合、

両評価を同等に重視する場合があります。） 

「総合評価の考え方」 

  目標指数評価・市民生活実感評価の結果を踏まえ、施策の総合評価を導き出した所管課

の考え方の説明 
※１ 
「市民意識調査」 
  市内在住２０歳以上の市民５，０００人を対象として、下関市総合計画基本計画の「主要な事業」につい

て、施策の状況を調査票の配付・回収（郵送）により調査 （回収率４３.66％） 

１８年度 １９年度

目標指数評価
市民生活実感評価

施策の総合評価

点検・評価

総合評価の考え方
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  ③ 評価の基準の欄 

１８年度 １９年度

目標

実績

目標指数１の説明

市民意識調査の質問

事項

そう思う

どちらかと

いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと

いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 　
１９年度 　

今後の施策の方向・

方針

目標指数１

評価の基準

目標設定の考え方

市民意識調査の結果
（％）

 

「目標指数１」 
 施策の状況や目指す将来像（目標）及びその達成度を具体的に表す指標（施策によって、

目標指数が複数あります） 
「目標指数１の説明」 

  目標指数が表す内容又は施策の成果の表し方 
「目標設定の考え方」 

  目標値の設定理由、考え方 
「市民意識調査の質問事項」 

  当該施策について、市民意識調査における質問事項 
「市民意識調査の結果」 

  市民意識調査における、回答の割合（％）及び評価点（前頁「市民生活実感評価」参照） 
「今後の施策の方向・方針」 

  「施策の評価」を踏まえ、評価結果の原因分析、分析結果に基づく施策への取り組みの

方向性、事務事業のあり方 
 
④ 施策を実現するための主要事業の点検・評価の欄 

  施策の実現に向けて実施している主要な事業（「事業名」）を、「事業の概要」、「事業の成

果」、「今後の方向性」及び「今後の方向性」を踏まえた今後の「具体的な方策」により、

点検・評価 
   
 

事業名

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策
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Ⅱ 施策評価一覧 

 
施策評価は下関市総合計画基本計画の「主要な事業」として掲げている事業のうち、教育

委員会に関する２０施策を対象として実施しています。 
 
本報告書においては、評価を行った施策を教育委員会で定めている５つの教育重点施策の

中に位置づけています。 
 
各施策の個別の表は、行政評価の個別の表を本報告書用に整理しています。各施策の詳細

については、市ホームページの「行政評価の実施状況」で閲覧可能となっています。 
 
ここでは、教育重点施策に属する施策の施策名、総合評価の一覧を示すとともに、各施策

について、個別の表により点検・評価の結果を記載しています。 
 
 
 

 

５つの教育重点施策（再掲） 
 
１ 「ふるさと下関」の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進 

 
２ みらいへつながる社会教育の推進 

 
３ 心豊かな青少年の育成 

 
４ 文化財の保存と活用 

 
５ 健やかさを育む体育スポーツの振興 
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１ 平成１９年度教育委員会の事業について 

ここでは、平成１９年度の「決算に係る主要施策の成果と説明」（地方自治法第２３３条第

５項の規定により議会に提出）の他、本編の施策評価の個表に掲げる「施策を実現するため

の主要事業」の事業成果や総合計画に掲げている事業の方向等の内容に基づき、５つの重点

施策の項目別に平成１９年度の教育委員会の事業について、概括的な説明を記載しています。 
 

１ 「『ふるさと下関』の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進」

に関して 

学校教育に関する教育環境の充実を図るとともに、地域社会とともに歩む下関市教育の一

層の充実を図るためには、開かれた学校づくりを構築するための学校からの情報発信又は地

域の人材や環境の活用を促進するための施策の推進とともに、教職員の資質及び指導力の向

上を図るための研修体制の充実を図っていくことが重要です。 
 
教育委員会においては、地域に開かれた学校、地域と密着した特色ある学校づくりを進め

るため、「総合的な学習の時間」における地域人材の招聘を推進するための積極的な支援のほ

か、児童、生徒が日頃の学習の成果を発表する場である「中学校夏季作品展」や「小・中学

校音楽祭」の開催が円滑に進むための支援を行いました。 
 
また地域人材を活用した授業を促進する「総合学習推進業務」の充実とともに、県の委託

事業である「豊かな体験活動」において、県との連絡調整役等、総合的な支援を行い、児童

の自立心、協調性や社会性を養うことのできる豊かな体験活動の機会の創出が円滑に進むよ

うに取り組みました。 
 
一方、学校における教育力の向上を図り、園児、児童、生徒に確かな学力を身につけさせ

ながら、豊かな人間性の育成及び健やかな体の保持を促進することで、「生きる力」を身につ

けさせるためには、教職員一人ひとりが使命感や教育的愛情等の基礎的な要素とともに、学

習・指導能力を高め、大きな変革の時期を迎えている教育行政に対する市民の負託にこたえ

るための企画・運営力を身につけるなど、個々の能力のボトムアップを図ることで、学校と

しての組織力を高めていく必要があります。 
 
このため、教育委員会では教職員の能力の向上を図るため、「初任者研修」、「特別支援教育

研修」、「学習指導研修」、「人権研修」等中核市としての独自の研修を立ち上げ、教職員の経

験年数や現状の課題に適確に対応ができる研修を系統的に構成し、充実を図りました。 
 
教職員の能力向上のため、研修内容について精査を行い、現状の課題解決に応じた講師の

招聘等により、効果的な研修体制の充実を図ってまいります。 
 
また園児、児童、生徒が１日の大半を過ごす場所である学校等の、安全で安心できる教育

環境の提供と建物の耐久性の確保を図るため、校舎の耐震診断、耐震補強のほかアスベスト

撤去を実施いたしましたが、今後とも計画的に耐震化事業を推進し、充実感、安心感を得る

ことのできる教育環境の整備とともに、義務教育の円滑な実施を図るための教材教具等ソフ

ト面の充実を図っていくこととしています。 
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２ 「みらいへつながる社会教育の推進」に関して 

図書館、公民館等を中心とした市民の主体的な社会教育活動を基本に、家庭教育、社会教

育それぞれが生涯学習の理念のもとに役割を果たしていくことが必要です。 
 
生涯学習の中心的施設である図書館については、市内６図書館（下関図書館、長府図書館、

彦島図書館、菊川図書館、豊浦図書館、豊田図書館）において、「おはなしのじかん」、「読書

感想画展」、「図書館まつり」等の各種行事や文化講演会を開催し、図書館利用者の普及に努

めるとともに、市内の小・中学校をはじめ、特別支援学校・高校へ学校貸出用図書の貸出を

行い、図書の整備を行いました。 
 
また、未来を担う子ども達が積極的に読書活動を行う意欲を高め、進んで読書を行う態度

を養い、生涯にわたっての読書習慣を身につけ、心豊かな人生を送ることができるよう、総

合的な環境づくりに社会全体で取り組んでいくことを目的として、読書環境を総合的に整備

するための「下関市子どもの読書活動推進計画」を策定しました。 
 
今後とも住民の学習ニーズに適切に対応するための施設整備に努めるとともに、電子図書

館や図書館のネットワーク化等運用面での工夫を図ることとしています。 
 
生涯学習の総合的推進を図るため、「下関市生涯学習まちづくり推進プラン」に基づき、庁

内におけるネットワークづくりを図り、市民のリクエストに応じて職員等が出向く「下関市

生涯学習まちづくり出前講座」、生涯にわたって学び続けること、一人ひとりの学びを生かす

ことを目標として、学ぶ側と教える側との橋渡しをする「下関市生涯学習ふくふくバンク」

や本市と北九州市が提携した「関門海峡・温故知新塾」を開催のほか、子ども達に夢や希望

を与え、「みらい」へ向けて羽ばたく人材を育成すること目的に、養老孟司氏を招き「下関み

らい塾」を市民会館で開催し、１，４００名の参加者がありました。 
 
これからも多様な学習機会の提供に努めるとともに、生涯学習ニーズや活動状況を踏まえ

て、公民館の整備とともに、既存の公民館の老朽化等に応じた施設の更新に努めつつ、公民

館で開催する講座等の充実を図っていくこととしています。 
 

 

３ 「心豊かな青少年の育成」に関して 

青少年の健全育成を図るためには、心身ともに健やかに成長し、社会の有為な形成者とな

るように生活のあらゆる場を通じて育成・指導していくことが必要です。 
 
合わせて関係機関、団体、地域との緊密な連携のもとに、防犯意識の普及啓発や防犯対策

の充実を図ることが重要です。 
 
ふれあいや心のつながりを深めながら、親善交流を図ることを目的として、本州の最西端

と最北端に位置する両市の子ども達が相互に訪問しあう、「下関市・青森市子ども交流事業」

においては団員１０名を青森市に派遣しました。 
 
また放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子ども達の安全・安心な居場所を

設け、子ども達が地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する、「放課
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後子ども教室推進事業」、また青年にふれあいの場を提供し、各種イベントへの参加を通じて

友情を育み、より良い仲間づくりを通じて明日の下関を担う者としての自覚を育てるための

「プチカルチャー事業」等を実施しました。 
 
青少年の健全な育成を図るために、家庭・学校・地域及び関係機関・団体との連携をとり

ながら、「街頭指導」、「ヤングテレホン相談活動」、「環境浄化活動」、「広報・啓発活動」等を

実施するとともに、「下関市青少年健全育成市民会議総会」、「青少年健全育成推進大会」の効

果的且つ円滑な開催を支援しました。 
 
関連団体との密接な連携のもとに、地域と一体となり、青少年の健全育成及び少年の非行

防止運動等の事業に取り組んでいくこととしています。 
 
 
４ 「文化財の保存と活用」に関して 

市民の郷土の歴史に対する理解を深めるとともに、貴重な文化資源を守り、後世に伝えて

いくためには、博物館等歴史を伝える施設の整備充実を図りつつ、郷土に伝わる文化財を保

存・活用していくことが必要です。 
 
また多彩な芸術文化活動が展開される、市民の芸術文化活動の拠点的役割を担う施設につ

いて、市民ニーズの変化を捉えつつ、必要とされる機能の整備充実を図っていくことが必要

です。 
 
本市の豊富な文化財を次の世代に承継するため、「指定・登録文化財の管理指導」や「文化

財教室開催」等により文化財愛護の思想を普及し文化財の保護・活用に努めるとともに、市

内遺跡の発掘調査や発掘出土品の整理を行いました。 
 
また、重要文化財である旧下関英国領事館の本館・附属屋・煉瓦塀について、耐震補強を

含む保存修理工事を行うにあたり、保存等活用検討委員会、ワーキンググループを開催しま

した。 
 
埋蔵文化財分布調査については、市域の歴史的資産の把握とともに、開発等事業と埋蔵文

化財保護の円滑な調整を目的として、埋蔵文化財包蔵地の所在、範囲、性格を踏査や試掘等

によって確認し、埋蔵文化財情報の整備に努め、また埋蔵文化財発掘調査においては、開発

事業等の施行に伴い、損壊を余儀なくされる埋蔵文化財の記録・保存を目的として、発掘調

査を実施し、発掘調査で明らかとなった調査結果を現地において広く市民に公開し、成果の

広報と活用に努めたところです。 
 
豊北歴史民俗資料館においては、仮設解体工事を実施したほか、豊田ホタルの里ミュージ

アムにおいては「豊田ホタルの里ミュージアム研究報告書」第１号の発行を進めたところで

す。 
 
 美術館においては、優れた内容の展覧会の開催に努め、より多くの方々に質の高い芸術文

化に接する機会を提供しました。 
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 市民の文化財に対する理解と愛護の精神を深めるとともに、芸術文化の活性化を図るため

の、普及啓発活動を推進するとともに、魅力ある施設の整備及び行事の開催に努めていくこ

ととしています。 
 

 

５ 「健やかさを育む体育スポーツの振興」に関して 

市民が暮らしの中にスポーツを定着させ、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツを気

軽に楽しむことができる環境づくりを推進するため、既存施設を有効活用するとともに、競

技力向上のためのスポーツイベントの開催等を促進していくことが必要です。 
 
体育振興では、第２８回国際・全日本マスターズ陸上競技選手権山口（下関）大会を始め、

第４０回日本女子ソフトボール下関大会等を開催し、各競技愛好者に高度な競技技術を観戦

する機会を提供することで競技力向上を図りました。 
 
また、北京市で開催された日中国交正常化３５周年記念小学生卓球交歓会への参加や、北

京オリンピック開催記念下関市・青島市親善ヨット競技の開催、釜山市との各競技種目での

スポーツを支援し国際交流を図りました。 
 
生涯スポーツの推進については、地域スポーツにおいて、各地域のスポーツ振興会に助成

を行い、多くの地域住民が参加できるようなレクリエーションスポーツ大会、行事の開催を

支援するとともに、地域スポーツの拠点として、市内の小学校５３校、中学校２３校の体育

施設の開放を行いました。 
 
その他市民が気軽に親しむことができる事業として、第１７回ビーチバレーボールフェス

ティバル等の様々な交流イベントを実施しました。 
 

施設整備においては、平成２３年に開催される「おいでませ！山口国体」のサッカー決勝

会場となる、下関陸上競技場の施設改修工事等を行い、利用者の一層の利便向上を図ったと

ころです。 
 

 スポーツ活動を推進するため、スポーツ施設の充実を図りながら、学校施設の有効活用と

ともに、各種スポーツ団体と緊密な連携を取りつつ、指導者の確保育成、スポーツを通じた

交流の促進及びスポーツ観戦の機会の拡大を図り、競技力の向上に努めていくこととしてい

ます。 

なお教育委員会所管事業の行政評価に関しては、下関市行政改革推進委員会において、 

・「『教育環境の整備・充実（不登校指導）』※１のところで、適応指導通級児童生徒の出席率

だけの目標指数で施策の評価を判断するのはいかがなものか。合併後、市域は拡大しており、

全市的な不登校指導の状況を表していくものを考えるべきではないか」 

 

・「『市内の連携・交流』※２のところで、下関みらい塾の取り組みはすばらしいものではある

が、各学校に動員がかかって達成しているところであり、学校現場としては負担となってい

る。」（※１・２ 「施策評価の個表」１９ページ・３４ページ参照） 

との指摘を受けているところでありますが、今後とも事業を効果的に推進していくための見

直しを積極的に図ってまいります。 
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２　教育重点施策の区分による施策（評価を行った施策）及び総合評価

施策の
総合評価

１８年
度との
比較

課所室名

Ｃ  学校教育課

Ｄ  学校教育課

Ｂ  学校支援課

Ｂ  学校安全課

Ｂ  下関商業高等学校

Ｃ  学校教育課

Ｂ  学校教育課

Ｂ  学校教育課

施策の
総合評価

１８年
度との
比較

課所室名

Ｂ  生涯学習課

Ｂ  生涯学習課

Ｃ  下関図書館

Ｃ  生涯学習課

Ｃ  生涯学習課

施策の
総合評価

１８年
度との
比較

課所室名

Ｂ  生涯学習課

施策の
総合評価

１８年
度との
比較

課所室名

Ｂ  美術館

Ｂ  文化財保護課

Ｂ  考古博物館

Ａ  長府博物館

Ｂ  土井ヶ浜遺跡・人類
学ミュージアム

施策の
総合評価

１８年
度との
比較

課所室名

Ｂ  体育課

下関市総合計画における
施策体系

施策

学校教育の充実

国際化への対応 ⑧国際化の推進（国際理解教育）

⑦私学の振興

⑥特色ある学校づくり

①教育環境の整備充実（教育指導）

③教育環境の整備充実（教育施設）

②教育環境の整備充実（不登校指導）

下関市総合計画における
施策体系

施策

⑮芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実

下関市総合計画における
施策体系

施策

生活安全の推進 ⑭防犯対策

文化・スポーツの振興

⑯文化財の保護（１）

⑰文化財の保護（２）

５　健やかさを育む体育スポーツの振興

⑱文化財の保護（３）

⑲文化財の保護（４）

下関市総合計画における
施策体系

施策

文化・スポーツの振興 ⑳スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実

１　「ふるさと下関」の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進

２　みらいへつながる社会教育の推進

３　心豊かな青少年の育成

４　文化財の保存と活用

連携・交流の促進 ⑩市内の連携・交流

⑬生涯学習支援体制の充実

⑫公民館活動の充実

⑪図書館の充実

生涯学習の推進

④教育環境の整備充実（学校給食）

⑤教育環境の整備充実（下関商業高等学校）

下関市総合計画における
施策体系

施策

地域・生活関連施設の整備 ⑨交流施設等の整備（公民館等の整備）
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(評価区分により施策を再掲)

評価区分 評価区分の説明 施策名

Ａ 施策の目的が十分に達成されている ⑱文化財の保護（３）（長府博物館）

③教育環境の整備充実（教育施設）

④教育環境の整備充実（学校給食）

⑤教育環境の整備・充実（下関商業高等学校）

⑦私学の振興

⑧国際化の推進（国際理解教育）

⑨交流施設等の整備（公民館等の整備）

⑩市内の連携・交流

⑭防犯対策

⑮芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実

⑯文化財の保護（１）（文化財保護）

⑰文化財の保護（２）（考古博物館）

⑲文化財の保護（４）（土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム）

⑳スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実

①教育環境の整備充実（教育指導）

⑥特色ある学校づくり

⑪図書館の充実

⑫公民館活動の充実

⑬生涯学習支援体制の充実

Ｄ 施策の目的があまり達成されていない ②教育環境の整備・充実（不登校指導）

Ｅ 施策の目的が達成されていない

Ｂ 施策の目的がかなり達成されている

Ｃ 施策の目的がそこそこ達成されている

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 18 

３　施策評価の個表

① 施策名 総合評価 Ｃ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 ｂ ｄ

市民生活実感評価 ｄ ｃ

施策の総合評価 Ｃ Ｃ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 100 100 100 100 100

実績 89 88

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 2.3 11.1 44.3 21.4 20.9100 △ 0.476

１９年度 8.8 22.9 47.2 9.6 11.5100 0.079

今後の施策の方向・
方針

施策の内容及び概要は、教育の根幹をなすものであり、現状の方針を維持しながら充実を図ってい
く。その中でも、対象者の実感評価を大切にしながらも教育改革の流れを適確に捉え、工夫・改善
を加え、学校現場において教職員が充実を感じられるような施策の充実を目指して取り組む。

１　「ふるさと下関」の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進

下関市立幼稚園、小・中・高等学校の幼児・児童・生徒及び教職員下関市立幼稚園、小・中・高等
学校の教職員が有効な教育活動が実現できるような教育環境の充実を図る。

下関市の学校教育に関する教育環境の充実を図り、地域社会とともに歩む下関市教育の一層の充
実・推進を図る。対象者が、教育環境に関して充実感、安心感を感じとることができるような教育
環境の実現を図る。

参加者のニーズに応じた研修を構築して
いくことを目標に、最高評価点となる１
００％を目指すもの。

点検・評価

総合評価の考え方

教育に関する施策の成果は、具体的に目に見
える形で捉えることは難しい面をもってい
る。反面、物理的環境は、具体的指標により
充実させることができる。しかし、人的環境
等に代表される環境は具体的指標では捉えら
れず、市民の実感評価で充実感、安心感を高
めることが重要な要因となる。

教職員の資質向上に向けての充実
した研修を構築するための指数。

教育環境の整備・充実
（教育指導）

目標指数１

教職員研修講座の参加者による評
価（％）

※
１８年度の目標指数は２項目を設定して
いたため、１９年度と評価が異なる

評価の基準

中核市教職員研修

学校教育課

市民意識調査の結果
（％）

目標設定の考え方

市立の幼稚園、小・中及び下関商業高等学校の教職員の資質・指導力は向上している。

「
ふ
る
さ
と
下
関
」
の
一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
た
ち
の
よ
さ
や
可
能
性
を
伸
ば
す
学
校
教
育
の
推
進
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事業名

教職員研修

指導業務

コンピュータ教育推
進

中核市研修業務

② 施策名 総合評価 Ｄ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

研修支援訪問の一層の充実を
図り、各学校のニーズに応じ
た指導業務を行う。

・市の教職員が一堂に会する教育
祭では、対象者の人間力を高めた
り、現代の教育課題に対する理解
を深めたりしなければならない。
そのために、予算を増額し、講師
の選択の幅を広げられるようにす
る。
・研究発表に対して予算措置を行
うことで、より中身の充実した取
組が発表できるようにする。

不登校傾向の解消を図り、不登校の児童生徒が適応指導教室に通級できる環境づくりをめざし、学
校復帰を促進する。

教育環境の整備・充実
（不登校指導）

下関市立小・中学校の児童生徒

「生徒指導推進事業」「問題を抱える子ども等の自立支援事業」「不登校総合対策事業」

学校教育課

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

１下関市教育祭
２県外派遣専門研修
３下関市教育大学

下関市独自の研修を立
ち上げることにより、
下関市教育の特色を十
分に生かしており、貢
献度の高い事業であ
る。

今後内容を拡充しての
実施を検討

当面の間、現状のま
ま継続して実施

学校教育に関する専
門的事項の指導は、
教育内容の充実を教
職員の資質の向上の
ために必要なもので
あり、貢献度の高い
事業と考えられる。

下関市立幼稚園、小・
中・高等学校への園・
学校訪問

１コンピュータ教育推進
委員会
２コンピュータ教育研修
会
　ア実践講座
　イ派遣研修講座

地域・学校間格差の
是正及び学校を核と
した地域の情報通信
格差の是正を含め、
児童生徒の個性や理
解度に応じたきめ細
かな授業の実現、
「開かれた学校」づ
くりなど、高い貢献
度を示している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

・教職員のニーズを把握し、
研修内容に活かす。
・コンピュータ教育における
課題を認識し、それに応じた
研修を企画する。

１　初任者研修
２　10年経験教諭研修
３　管理職研修
４　主任等研修
５　特別支援教育研修
６　学習指導研修
７　教科指導研修
８　道徳教育研修
９　生徒指導研修
１０　幼児教育研修
１１　人権教育研修
１２　健康安全教育研修
１３　国際理解教育研修
１４　ふるさと学習研修
１５　出前研修

下関市独自の研修を
立ち上げ、系統的な
構成にすることによ
り、下関市教育の特
色を十分に生かして
おり、貢献度の高い
事業である。

今後内容を拡充して
の実施を検討

・研修会の旅費の市負担額を
増額し、研修会に参加しやす
い環境をつくる。
・課題に応じた講師を招聘で
きるよう予算を増額する。
・研修センターの建設。
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１８年度 １９年度

目標指数評価 e e

市民生活実感評価 d d

施策の総合評価 Ｄ Ｄ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 60 60 60 60 60

実績 50.6 43.6

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 2.0 9.2 43.9 22.8 22.1100 △ 0.536

１９年度 3.2 11.3 43.2 19.7 22.6100 △ 0.473

今後の施策の方向・
方針

事業名

　生徒指導推進事業

問題を抱える子ども
等の自立支援事業

点検・評価

１　個別学習、集団活
動、体験学習などの個
別支援
２　家庭訪問を定期的
に実施
３　市雇用の臨床心理
士の活用

・個別支援票をもとに、教育相談
員が積極的に各校を訪問して連携
を図る。
・教育相談スーパーバイザーの派
遣方法を工夫する。

１生徒指導推進委員会
の設置
２ケース検討や教育相
談が活発に推進できる
教職員研修
３不登校児童生徒対象
の自然体験活動

表面に現れにくい面
をもっているが、学
校だけでは対応出来
ない課題を対象とし
た事業であるので、
十分な貢献度を示し
ている。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

・生徒指導推進委員会の開催
日数を増やす
・研修会の対象者や内容を見
直す。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

適応指導教室へ通級できない、引きこもりがちな児童生徒に対する支援に取り組む必要がある。早
期対応について、充実させる必要がある。

表面に現れにくい面を
もっているが、学校だ
けでは対応できない課
題を対象とした事業で
あるので、十分な貢献
度を示している。

今後内容を拡充しての
実施を検討

総合評価の考え方

表面に現れにくい面をもっており、学校だけ
では対応できない課題を対象としているた
め、両指標（目標指数評価・市民生活実感評
価）のバランスの取れた評価を考えながら、
対象者の状況の変化を見取り、評価。

評価の基準

目標指数１
適応指導通級児童生徒の出席率

（％）

不登校児童生徒が学校復帰する段
階としての指数

目標設定の考え方
　過去５年間の平均値以上の出席率を目
指すもの

不登校の未然防止、早期発見・早期対応の取り組みが充実している。

市民意識調査の結果
（％）

 

 

 



 21 

児童生徒支援事業

子どもと親の相談員
派遣事業

③ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ａ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 0 3 4 18 31

実績 2 3

目標指数１の説明

地震から子供達の命を守り、また
地域の避難場所としての機能を果
たすよう耐震補強された校舎・体
育館の整備棟数を示す指数

目標設定の考え方

　「下関市公立小・中学校耐震化計画」
による（「下関市公立小・中学校耐震化
計画」については、直近の国内外での大
規模地震を踏まえ、Ｉｓ値0.3未満の倒壊
の危険性の高い学校施設について、国の
地震防災対策特別措置法が改正されたこ
とに伴い計画を見直し、耐震化の加速化
を図る予定）

目標指数１
公立小・中学校の校舎及び体育館
における耐震化実施棟数（棟）

点検・評価

総合評価の考え方

学校施設は、児童生徒が1日の大半を過ごす場
所であること、災害時の地域の避難場所でも
あることから、耐震性の確保が必要である。
安全で安心できる教育環境の提供と建物の耐
久性の確保を図り、大規模地震にも備えるこ
とは重要課題である。

評価の基準

・下関市立小学校２校
に「子どもと親の相談
員」を１名ずつ配置し
て、年間９５日派遣を
実施

表面に現れにくい面
をもっているが、学
校だけでは対応出来
ない課題を対象とし
た事業であるので、
十分な貢献度を示し
ている。

終了
平成１８年～平成１９年度ま
での県委託事業。平成１９年
度で事業終了

不登校児童生徒への
「学習支援員」の派遣

表面に現れにくい面
をもっているが、学
校だけでは対応でき
ない課題を対象とし
た事業であるので、
十分な貢献度を示し
ている。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

平成１６年～平成２０年度ま
での県補助事業。平成２０年
度で事業終了。

教育環境の整備・充実
（教育施設）

児童生徒をはじめ、学校関係者及び地域住民

学校施設は、児童生徒が1日の大半を過ごす場所であること、災害時の地域の避難場所でもあるこ
とから、耐震性の確保が必要である。また、経年により劣化が著しく改修が必要となった校舎や体
育館に対し、外部や内部の改修を併せて実施することにより、安全で安心できる教育環境の提供と
建物の耐久性の確保を図る。

「下関市立小・中学校耐震化計画」に基づき、耐震補強または耐震補強に併せた外壁改修や大規模
改造が必要な校舎等について、耐震診断（2次）、補強計画、実施計画（耐震補強のみ･耐震補強及
び外壁改修・耐震補強及び大規模改造）を行い、耐震補強工事または耐震補強工事に併せて外壁改
修工事や大規模改造工事を実施する。

学校支援課
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市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 6.1 24.2 39.5 18.0 12.2100 △ 0.060

１９年度 11.0 33.3 34.6 11.8 9.3100 0.248

今後の施策の方向・
方針

事業名

校舎大規模改造事業
（文関小学校）

耐震補強（外壁改
修）事業

中学校建設事業（川
中中学校）

アスベスト除去事業

市民意識調査の結果
（％）

学校施設におけるアス
ベスト対策について
は、調査並びに対策を
適宜行ってきたが、国
内で使用されていない
とされていたトレモラ
イト等3種類のアスベ
ストが昨年国内の公共
施設で検出されたた
め、小・中学校・幼稚
園について、アクチノ
ライト、アンソフィラ
イト、トレモライトを
対象とするアスベスト
分析調査を実施する。

単年の施工量として
は適当である。
上位施策への貢献度
は高い。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

新たに調査が必要となったト
レモライト等について、分析
調査を実施していく。

特色ある学校づくりと
して、新しい学校運営
に対応し環境にも配慮
した２１世紀に相応し
い学校建設を行う。

移転に伴う改築によ
り、現在の教育内容
や教育方針の変化に
対応し得る施設の充
実および地域の生涯
学習の推進に寄与す
ることから、上位施
策への貢献度は高
い。

下関立小・中学校耐震
化計画に基づき、耐震
補強及び外壁改修を必
要とする校舎等につい
て、耐震診断（2
次）、補強計画、実施
計画（補強及び外壁改
修）を行い、耐震補強
工事に併せて外壁改修
工事を実施するもの。

単年の施工量として
は適当である。
耐震補強工事と外壁
改修工事を同時に実
施しているため、上
位施策への貢献度は
高い。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果

　市立の小・中学校の施設において、児童・生徒が日々の学校生活を安全で安心して送ることがで
きるように教育環境の整備が図られている

今後は耐震化を加速させるた
め、耐震補強工事に特化した
整備となるよう現計画の見直
しを行う予定であるため、外
壁については、日常の点検や
早めの補修等で安全が確保さ
れるよう、維持管理の徹底を
図る。

終了

今後内容を拡充して
の実施を検討

川中中学校建設工事を効率的
に執行していく。

改正後の国の地震防災対策特別措置法を踏まえ、公立小・中学校の耐震化を図るため、現在の「下
関市立小・中学校耐震化計画」の見直しが必要となってくる。

普通・特別教室棟の校
舎1棟について、内部
の全面改修、外壁の劣
化部分の補修及び全面
塗装、屋上防水の改
修、耐震補強工事、こ
れらの工事を2ヵ年か
け工事をおこなう。

単年の施工量としては
適当である。
耐震補強工事と外壁改
修工事を同時に実施し
ているため、上位施策
への貢献度は高い。

今後の方向性 具体的な方策
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IT推進事業

 コンピュータ整備
事業

④ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a b

市民生活実感評価 d b

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

点検・評価

総合評価の考え方

当面の間、現状のま
ま継続して実施

事業の推進は、教育委員会が
主導しながらも、情報通信網
や教育情報の配信システムの
構築に当たっては民間のノウ
ハウを有効に活用する。ま
た、構築後の情報通信回線、
教育情報の配信システム、接
続ＰＣの保守等は、民間委託
することも考えられる。

国が目標としているコ
ンピュータ１台あたり
の児童・生徒数5.4人
を目指して事業を推進
する。
 １ 小学校教育用コン
ピュータ整備事業
 ２ 中学校教育用コン
ピュータ整備事業

効率的に執行されて
いる。
上位施策への貢献度
は普通。

教育環境の整備・充実
（学校給食）

幼稚園児・児童・生徒への学校給食を通じての食育の推進

下関市立各小・中学校
の「全ての学級」の
「あらゆる授業」にお
いて、教職員及び児童
生徒がコンピュータ、
インターネットを活用
できる環境を整備し、
教職員の指導力向上と
児童生徒の情報活用能
力の向上を図る。

インターネット通信
回線を始めとし、コ
ンピューター整備状
況における、地域・
学校間格差の是正及
び学校を核とした地
域の情報通信格差の
是正にも寄与するも
のと考える。また、
子ども達において
は、情報活用能力の
向上及び表現力等、
必要な能力を飛躍的
に高めることができ
る。教職員において
は、子ども達が主体
的に学び考え、効果
的で効率的な授業が
実現できるようにな
り、子ども達の個性
や理解度に応じたき
め細かな授業が実現
できる。そして、学
校では、地域に向け
た情報発信が可能と
なり、開かれた学校
づくりが期待され
る。

学校給食を通じて、一人ひとりが食について考える習慣、正しい知識及び食を選択する判断力を身
に付けるための一助とする。

学校給食を通じて、地場産食材についての関心を高め、食材の生産地・流通・安全性等への知識を
深めることで、自らの「食」について考える習慣を身に付ける動機付けとする。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

現状維持とする。

平成20年3月に策定された下関市食育推進計画
により、市民への「食育」に関する総合的・
計画的な啓発が図られるようになれば、市民
の関心も高まり、より良い方向への意識の変
化が見られるであろうと推測する。

学校安全課
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１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 27 32 37 43 50

実績 27 29

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 32 33 35 37 40

実績 32 36

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 2.3 11.1 44.3 21.4 20.9100 △ 0.476

１９年度 27.1 35.2 26.3 6.0 5.4100 0.726

今後の施策の方向・
方針

事業名

学校給食管理業務

地場産学校給食食育
推進事業

目標指数１
学校給食における地場産物の使用
割合　（％）

市民意識調査の結果
（％）

安全で安心な学校給食
の安定的な提供のた
め、物資購入、人的管
理、施設管理等につい
て円滑な運営を行う。

安全安心で衛生的な給
食を提供することによ
り、食生活に関する正
しい理解と望ましい習
慣の醸成が図られ、子
供たちの健全な心と身
体を育むことを目的と
する事業であり不可欠
である。

今後内容を拡充しての
実施を検討

学校給食を通じて子どもに正しい食習慣が身につき、地場産食材を使用することにより食への関心
も高まっている。

小中学校における食育の推進に係
る登録ボランテｨアの人数であり、
子ども達だけでなく、地域（家庭
を含む）を巻き込んでの進捗状況
を示す指数

目標設定の考え方
平成１９年３月策定「やまぐち食育推進
計画」に掲示

地場産食材を使用した
学校給食の日々の献立
を通して、子どもたち
の地域の農林水産物や
産業への理解を深め、
郷土への愛着を深め
る。

地元産の農水産物を
使用することで、安
全安心な給食を提供
でき、また地域の食
文化を子どもたちに
伝えることができた
点で、教育環境の整
備・充実に寄与して
いる。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

他地域の事例を参考にしなが
ら食材確保の方策を探るとと
もに、下関市食育推進計画を
踏まえ、関係各所と連携しな
がら、学校給食を通じて食育
の推進を図る。

少子化により児童・生徒数の減少
している単独調理校については、
センター方式への切替も視野に入
れつつ、効率的かつ計画的な給食
室の管理運営を進める必要があ
る。小中学校の適正規模適正配置
の計画が策定された後、効率的な
学校給食運営方式について検討す
る予定。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

今後も、学校給食を通じて、地域・家庭をも視野に入れた「食育の推進」を図りたい。

目標指数２
小中学校の食育推進に係る食育ボ
ランテｨアの数（人）

学校給食に使用される地場産物の
割合であり、食に関する指導への
地場産物の活用状況および地産地
消への貢献状況を示す指数

目標設定の考え方
平成１９年３月策定「やまぐち食育推進
計画」に掲示

評価の基準
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学校給食衛生対策業
務

南部学校給食共同調
理場運営業務

中部学校給食共同調
理場運営業務

豊浦学校給食共同調
理場運営業務

黒井学校給食共同調
理場運営業務

豊田学校給食共同調
理場運営業務

⑤ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

今後内容を拡充して
の実施を検討

今後、衛生管理のための各種
機器類の整備更新を計画的に
進め、衛生管理の徹底を図り
たい。

安全で安心な学校給食
を安定的に提供する。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

下関商業高等学校

学校教育の環境を整備し、充実した教育を受けることができるようにする。

パソコン設置特別教室の未設置の冷房設備の設置を行い、快適にコンピューターを活用した教育を
受ける環境を整備し、老朽化した施設の補修及び改修に努める。

教育環境の整備・充実
（下関商業高等学校）

下関商業高等学校の生徒及び教職員

現状のまま継続する。「安全
で安心な学校給食」の継続の
ため、衛生管理の徹底及び施
設や設備の計画的な更新と整
備に努めていく。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

安全で安心な学校給食
を安定的に提供する。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

現状のまま継続する。「安全
で安心な学校給食」の継続の
ため、衛生管理の徹底及び施
設や設備の計画的な更新と整
備に努めていく。

安全安心な学校給食の
安定的な提供のため、
衛生管理の徹底を図
る。

安全で安心な学校給食
を安定的に提供する。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

当面の間、現状のまま継続し
て実施する。「安全で安心な
学校給食」の継続のため、衛
生管理の徹底及び施設や設備
の計画的な更新と整備に努め
ていく。

安全で安心な学校給食
を安定的に提供する。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

現状のまま継続する。「安全
で安心な学校給食」の継続の
ため、衛生管理の徹底及び施
設や設備の計画的な更新と整
備に努めていく。

安全で安心な学校給食
を安定的に提供する。

教育環境の整備・充
実に寄与している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

現状のまま継続する。「安全
で安心な学校給食」の継続の
ため、衛生管理の徹底及び施
設や設備の計画的な更新と整
備に努めていく。
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１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c b

施策の総合評価 Ｃ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 40 80 100 0 0

実績 40 80

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 6.1 24.2 39.5 18.0 12.2100 △ 0.060

１９年度 14.6 25.6 47.4 4.9 7.5100 0.347

今後の施策の方向・
方針

事業名

学校管理業務

市民意識調査の結果
（％）

下関商業高等学校におけるパソコ
ンを用いた教育環境の整備状況を
示す指数

目標設定の考え方

教員の執務環境を改善し、生徒が快適な
環境で授業が受けられるようパソコンが
設置されている特別教室５教室のうち、
冷房設備が未設置の３教室について、段
階的に冷房設備設置の早期実施を目指す
もの

下関商業高等学校は、次代を担う人材を育成するため、安心して教育を受けることができるよう時
代のニーズに合った教育環境の整備が図られている

評価の基準

目標指数１
下関商業高等学校パソコン設置特
別教室の冷房設備設置率(％)

点検・評価

総合評価の考え方

特別教室の冷房設備については、目標を達成
できているが、市民が成果を実感できてはじ
めて成果があったものといえるので生活実感
評価を重視。

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

本校の生徒及び教職員
に対して、安全で快適
な授業及び部活動を提
供するための施設等の
維持・管理を適正に行
なおうとするもの。

平成19年度予定の2教室
については、冷房説設
備の設置を行い、快適
な授業の環境が整い、
環境の整備に貢献し
た。

今後内容を拡充しての
実施を検討

パソコン設置特別教室への冷房設
置について目標達成した後は、校
舎等の耐震診断による2次診断等
を計画的に進めていきたい。

残るパソコン設置特別教室1教室の未設置の冷房設備の設置を行い、快適にコンピューターを活用
した教育を受ける環境を整備し、老朽化した施設の補修及び改修に努める。

施策を実現するための主要事業の点検・評価
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⑥ 施策名 総合評価 Ｃ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 d c

市民生活実感評価 d c

施策の総合評価 Ｄ Ｃ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 100 100 100 100 100

実績 88 94.8

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 2.8 13.1 41.8 21.9 20.4100 △ 0.441

１９年度 5.4 20.4 41.4 15.9 16.9100 △ 0.186

今後の施策の方向・
方針

点検・評価

総合評価の考え方

教育は、指標のみでは捉えにくい面をもって
いるが、「開かれた学校づくり」は市民の実
感評価を重視することで成果が現れる項目で
あると考える。そのため、地域の教育力・人
材の活用の指数を重視することで評価。

評価の基準

学校教育課特色ある学校づくり

総合学習における学校の外部指導
者活用率（％）

「総合的な学習の時間」等の授業
実践における活動づくり及び地域
人材の積極的な活用を支援すると
ともに、地域社会との連携を深
め、開かれた学校づくりの一層の
推進を示す指数。

目標設定の考え方

下関市立幼稚園、小・中・高等学校の幼児児童生徒及び教職員

下関市の学校教育に関する教育内容の充実を図り、地域社会とともに歩む下関市教育の一層の充
実・推進を図る。対象者が、教育に関しての成就感、充実感、安心感を感じることができるような
教育内容の実現を図る。

「総合学習研修推進事業」「学校教育業務推進」「豊かな体験活動」

手続きが確実に理解されるよう、文書面で工夫をする。そして、より効果的に実施されるように、
各学校と積極的に連絡を取りながらはたらきかけていく。

目標指数１

全ての小・中学校で年１回の地域人材活
用を目指すもの

地域と密着した学校づくりを進めるために、地域の人材を積極的に活用している。

市民意識調査の結果
（％）
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事業名

学校教育推進業務

総合学習推進業務

豊かな体験活動
当面の間、現状のま
ま継続して実施

県委託事業であり、学校と県
の連絡調整となり、円滑な実
施を目指す。

校長会・教頭会等での事業説
明、趣旨説明により活用の促
進を図る。

王喜小・山の田小…宿
泊をともなう共同生活
を送る体験で、友達同
士が力を合わせ、支え
合うことを通してお互
いを思いやる心を育
み、また、自分たちで
考え、行動することに
より自立心や社会性を
養う。文関小…街中で
は体験できない山村民
泊による多様な生活体
験活動や、多くの人と
のふれあいを通して、
自律性・協調性・社会
性の育成を図る。

研究事業としての特
性上、下関市全体へ
の普及に時間がかか
るが、下関市教育の
指針として高い貢献
度を示している。

外部指導者への報償費
（各校１校あたり１８，０

００円）及び消耗品費
（各校１校あたり１０，０

００円）の支援を行う。

地域人材を招聘し、
地域独自の伝統文化
に触れることで特色
ある学校づくりの推
進に資する。外部指
導者の活用を通じ、
開かれた学校づくり
に貢献している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

１中学校夏季作品展
２下関市児童科学展覧
会
３小・中学校造形展
４中学校英語暗唱弁論
大会
５下関市立学校教材審
査会
６小・中学校音楽祭
７幼・小・中各教科等
教育研究委託
８下関市へき地教育振
興会負担金
９総合学習研究推進
１０　山口県中学校文
化連盟負担金
１１読書感想文・感想
画コンクール
１２教科用図書採択協
議会負担金
１３「大すきふるさと
下関」教育活動支援推
進事業
１４山口県中学校総合
文化祭下関大会補助金

学校教育の充実におい
ては、教育内容の充実
と教職員の資質の向上
は、両輪をなすものと
いえる。その点から
も、本事業の充実は、
貢献度の高い事業と考
えることができる。

当面の間、現状のまま
継続して実施

各事業の趣旨や運用についての共
通理解を、十分とるために、連絡
会等を実施して、一層の連携を図
る。

事業の概要 事業成果 今後の方向性

施策を実現するための主要事業の点検・評価

具体的な方策
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⑦ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ａ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 23,14023,14023,14023,14023,140

実績 23,76423,140

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 14,68714,68714,68714,68714,687

実績 14,48714,687

目標指数２の説明

目標指数２
私立幼稚園の園児1人当たりの保育
料（円）

私立幼稚園に在園する者の保育料値上げ
等による保護者負担が増大しないように
平成19年度見込みを基準とし、私立幼稚
園の保育料の推移を見守るもの

私立学校の健全な発展と教育の推進を図るため、運営の健全性を高める。

私立学校の運営費の一部を助成する。

私立幼稚園、私立中学校、私立高等学校の運営費の一部助成

点検・評価

総合評価の考え方

施策の直接の対象者は、私立の学校に通う児
童、生徒がいる世帯となる。市民の評価で、
対象者の評価がどの程度反映されているか不
明であるが、対象でない市民の実感には、最
近の少子化などによる私学経営の厳しい環境
が反映していると思われる。今後の事業の施
策に対する効果を注視する必要があり、総合
評価は「Ｂ」とする。

学校教育課私学の振興

目標指数１
私立中学校・高等学校の生徒1人あ
たりの授業料（円）

理想となる成果指数は、学校運営
経費に占める授業料割合の私立学
校と公立学校との差と考えられる
が、測定困難であるため、私立学
校の生徒1人当たりの授業料の推移
をもって保護者の経済的不安や私
立学校の運営状況を図るもの

私学に在学する者の授業料値上げ等によ
る保護者負担が増大しないように平成19
年度見込みを基準とし、私立中学校・高
等学校の授業料の推移を見守るもの

理想となる成果指数は、学校運営
経費に占める授業料割合の私立幼
稚園と市立幼稚園との差と考えら
れるが、測定困難であるため、私
立幼稚園の園児1人当たりの授業料
の推移をもって保護者の経済的不
安や私立幼稚園の運営状況を図る
もの

目標設定の考え方

評価の基準

目標設定の考え方
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市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 5.2 20.4 51.2 14.3 8.9100 △ 0.015

１９年度 10.5 24.0 41.0 10.1 14.4100 0.060

今後の施策の方向・
方針

事業名

私学振興学校教育

私学助成業務

私立幼稚園就園奨励
費補助業務

具体的な方策

●保護者の所得に応じ
補助し、入園料・保育
料の負担を軽減する。
●補助基準は国に準じ
て実施し、当該年度の
市民税課税状況により
該当・非該当を判断。
●補助該当者には、多
子区分として園児数及
び小学生の兄弟の有無
で補助限度額を決定す
る。●基準による補助
限度額と保護者が実際
に負担する額のどちら
か小さい額を補助。

事業趣旨からは、
「教育環境の整備・
充実」に相当し、私
学経営の点からも
「助成の推進」とな
り、目標値を上回る
実績があることか
ら、高い貢献度であ
ると言える。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

本市の補助基準は国が示す補
助基準に準拠し定めており、
今後もその補助基準を維持
し、現状の認定率を維持す
る。

私立学校の健全な発展
と教育の推進を図るた
め、私立中学校、高等
学校及び幼稚園に対
し、運営費の一部を助
成する。

正確に事務が施行さ
れている。

私立学校が実施する①
施設・設備整備、②教
材・教具等整備、③学
校行事の充実、④教員
の研修等について要す
る経費に補助金を交付
する。

私立専修学校が存続し
ている　平成１９年度
の補助対象：５校
※２校は辞退
上位施策への貢献度は
普通

当面の間、現状のまま
継続して実施

現状維持しつつ、今後の方向性に
ついて庁内において検討する。

市の助成により、私立の幼稚園や学校に通う園児や生徒の保護者の経済的な負担が軽減され、子ど
もたちの就園や就学の機会を広げている。

市民意識調査の結果
（％）

現状を維持し、継続する。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果

当面の間、現状のま
ま継続して実施

児童生徒の就学門戸の確保の
ために、私学の健全経営、保
護者負担の軽減に向け、継続
して事業を実施する。

今後の方向性
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⑧ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 d d

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1,1201,1201,1201,120 1,120

実績 1,1331,167

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 1.7 12.2 36.9 28.8 20.4100 △ 0.543

１９年度 3.1 13.0 41.4 20.1 22.4100 △ 0.457

今後の施策の方向・
方針

事業名

外国語指導助手招致
事業

教育に関する施策の成果は、具体的に目に見
える形で捉えることは難しい面をもってい
る。反面、派遣回数などは、具体的指標によ
り充実させることができる。しかし、教育効
果については、対象者の成果を見取ることが
重要な要因になる。

点検・評価

総合評価の考え方

学校教育課

今後の方向性

外国語教育や小学校での英語活動等により、国際感覚を養う教育が進んでいる。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果

目標設定の考え方
基準となる派遣日数140日に加え、各ＡＬ
Ｔにさらに20日の増加派遣を目指すもの
（4日×35週＋20日）×7人＝1,120日

学校教育課及び各教育支所配置外
国語指導助手の派遣日数の総計
（のべ日数）を示す指数

国際化の推進（国際理解教育）

国際交流都市下関の特色を生かした国際理解教育の目的や意義・方法等について理解を深める。

下関市立小・中学校の児童生徒

市民意識調査の結果
（％）

具体的な方策

ALT派遣事業については、小学校の英語活動派遣事業とともに今後とも継続させるとともに、内容
も充実させたい。

評価の基準

目標指数１
外国語指導助手の総派遣日数
（日）

外国語指導助手の招致

中学校・高等学校に
あっては、外国語指導
助手として、また、小
学校にあっては、英語
活動の指導助手とし
て、異文化理解の推進
が図られ、貢献度の高
い事業である。

今後内容を拡充しての
実施を検討

中学校、高等学校の対象事業とし
ては、当面の間、現状のまま継続
して実施する。小学校では来年度
から新学習指導要領の先行実施に
伴い英語活動を取り入れる学校も
多くなると予想されるので、本事
業については拡充の方向で検討し
ていきたい。

外国人指導助手（ＡＬＴ）との交流を通して、異文化の相互理解促進を図る。
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⑨ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 b c

市民生活実感評価 c b

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 64,00065,00066,00067,00068,000

実績 63,79559,298

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 13.5 32.3 29.1 13.4 11.7100 0.225

１９年度 21.2 32.6 25.2 8.9 12.1100 0.419

今後の施策の方向・
方針

２　みらいへつながる社会教育の推進

み
ら
い
へ
つ
な
が
る
社
会
教
育
の
推
進

地域住民を中心とした市民

地域社会において、住民が交流活動を行うことにより地域コミュニティが活性化すること。

目標設定の考え方
毎年利用件数が増加するように努め、5年
間で5％程度の利用件数の上昇を目指すも
の

点検・評価

総合評価の考え方
地域住民にとっての交流活動の場がより身近
に感じられることを目標としているため、市
民生活実感評価を重視。

評価の基準

目標指数１ 公民館等施設利用件数（件）

生涯学習課
交流施設等の整備（公民館等の
整備）

生涯学習課所管の公民館等施設の
年間利用件数によって、公民館の
利用状況を示す指数

地域住民の交流活動の場として公民館等が整備されており、気軽に利用できる。

市民意識調査の結果
（％）

交流拠点となる公民館等の施設の未整備地区を解消するとともに、既存の公民館の老朽化等に応じ
た施設の更新に努めるもの。

今後も地域住民の要望を踏まえた上で、施設の整備・更新について検討いたしたい。
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事業名

彦島公民館改築業務

ふれあい会館管理運
営業務

豊田生涯学習セン
ター

豊浦ふれあいセン
ター業務

小野ふれあいセン
ター業務

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

現在、豊浦教育支所が直接管
理しているが、支所からの距
離が約７キロあり、一般市民
の利用には不便であることか
ら、指定管理者制度により地
元へ管理委託することによっ
て、利用者の利便性向上を図
りたい。

高齢者のグループ活
動が主に使用してい
る。湯玉、宇賀地域
の使用以外はなく内
容も変化がないが、
集落の中心にあり利
便性が高いことか
ら、今後も定期的に
使用されると見込ま
れる点で、上位施策
には一定の貢献が見
られる。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

当面の間、現状のま
ま継続して実施

指定管理制度導入の可能性を
検討しつつ、当面は現状の維
持管理を継続する。

小野ふれあいセンター
運営委員会が中心と
なって、自主的に運営
している。

小野地域以外の利用
件数は極めて少ない
が、郷土文化伝承の
拠点施設として、ま
たコミュニティー施
設として、上位施策
へある程度の貢献は
果たしている。

演劇・演奏会・講演会
や軽スポーツに対応で
きる多目的ホールや、
親子教室や家庭教育学
級、市民学級、各種趣
味の講座、市民文化セ
ミナー等諸活動の拠点
としての社会教育施設
である小中ホール、講
座室、研修室、調理
室、創作室等の適正管
理運営に努めるととも
に,特色ある各種講座
やイベント等の開催に
より、更に気軽に利活
用できる施設を目指
す。

本施設は、菊川地区
のみならず市内全域
からの利用がある点
で、下関市における
交流施設としての成
果を十分にあげてお
り、上位施策におけ
る貢献度は極めて大
きい。

19年度は大規模な大
会等こそなかったも
のの、定期利用団体
については安定した
利用状況が続いてお
り、上位施策に対し
て一定の貢献が見ら
れる。

事業場所　下関市彦島
江の浦町一丁目３番１
号敷地面積
2,879.71㎡施設概要
ＲＣ造地上５階建て
延床面積3,755㎡　駐
車場台数７０台

一般競争入札により工
事請負者を選定し、契
約締結後施設建設工事
を行った。　本施設
は、彦島地区を中心と
した地域住民の交流施
設として建設するもの
であり、その上位施策
に対する貢献度は大き
い。

当面の間、現状のまま
継続して実施

現在建設工事に着手しており、現
公民館の解体工事、駐車場整備工
事後、平成21年4月より新公民館
において本格的に公民館業務を開
始させる予定であり、新公民館建
設事業を計画通り遅滞なく進める
ことで、生涯学習活動に係る拠点
施設の整備を図って参りたい。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

具体的な方策事業の概要 事業成果

当面の間、現状のま
ま継続して実施

潜在的な需要を掘り起こし、
これまで以上に様々な人が参
加したくなる講座及び豊田町
以外にも目を向けた講座の実
施、また、地域に根ざした施
設として、より一層の生涯学
習の推進に寄与していく。

地域に埋もれた人材を
生かし、公民館活動の
一環として講座等を開
催する。その際には広
報等により施設の活動
内容を周知し、利用者
の増加を図って行く。

生涯学習のための社会
教育施設として、公民
館だけでなく本施設も
市民ニーズに対応した
施設運営が望まれてい
る。　 市民の利便性
を考慮した施設運営を
図るため、利用者の声
を施設運営に反映する
などの方策を進めてい
く。

今後の方向性
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宇賀ふれあいセン
ター業務

豊北生涯学習セン
ター

⑩ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 d d

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

地域に埋もれた人材を
生かし、公民館活動の
一環として講座等を開
催する。その際には広
報等により施設の活動
内容を周知し、利用者
の増加を図って行く。

豊浦の端に位置する
が、宇賀地域におけ
る地域づくり拠点施
設の役割を担い、さ
らに隣接する宇賀小
学校が適正化・適正
規模の答申の対象と
なっていることか
ら、、コミュニティ
施設としての役割
は、今後もますます
高まると考えられ
る。立地条件が悪い
にも関わらず、利用
者数は少しづつ増加
しており、施設管理
も行き届いているこ
とから、上位施策へ
の貢献度は極めて高
い。

生涯学習のための社会
教育施設として、公民
館だけでなく、収容人
数の規模も豊北町内最
大である本施設は、市
民ニーズに対応した施
設運営が望まれてい
る。　市民の利便性を
考慮した施設運営を図
るため、利用者の声を
施設運営に反映するな
どの方策を進めてい
く。

全市民参加型のイベントや各地域イベントの連携を推進すること。

総合評価の考え方
施策の成果は、目標指数が充足していくとと
もに、市民の生活実感が向上するものと考え
られるため、同等の重要度ととらえたい。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

潜在的な需要を掘り起こし、
これまで以上に様々な人が参
加したくなる講座及び豊北町
以外にも目を向けた講座の実
施、また、地域に根ざした施
設として、より一層の生涯学
習の推進に寄与していく。

今後内容を拡充して
の実施を検討

全市民

市内の連携・交流 生涯学習課

早急に施設の補修を完了し、
利用者の増加を図る。

より魅力のある主催
講座を開催すること
で、今後の利用者増
を図る必要がある。
主催講座として開催
したものが、事業の
啓発活動（生涯学習
センターだより等）
により自主的な活動
団体として独立する
など、地域の生涯学
習の推進についての
貢献が見られる。

市内の各地域間の相互理解を深め、市民の一体感を醸成するとともに、人間性豊かな地域社会を形
成すること。

点検・評価
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１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 114,000115,000116,000117,000118,000

実績 115,217113,513

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1,1001,1501,2001,250 1,300

実績 1,1001,447

目標指数２の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1,4001,4001,4001,400 1,400

実績 1,3001,400

目標指数３の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 2.7 9.7 36.9 22.1 28.6100 △ 0.643

１９年度 3.9 14.9 36.1 17.6 27.5100 △ 0.500

今後の施策の方向・
方針

目標指数3

目標指数２
市民文化セミナーの参加人数
（人）

市民文化セミナーの参加人数に
よって、講座の利用状況を示す指
数。

目標設定の考え方
毎年参加人数が増加するように努め、５
年間で２０％程度の参加人数の上昇を目
指すもの。

下関みらい塾の参加人数（人）

市民会館大ホールを利用するため、定員
数が目標値となる。

今後も地区文化祭などの公民館を中心として実施される地域イベントとの連携を推進することで、
市民が一体感を実感できるようなものへと発展させていきたい。

公民館等で実施する地区文化祭等
への参加人数によって、公民館に
おける地域交流状況を示す指数

目標設定の考え方
毎年参加人数が増加するように努め、5年
間で3％程度の参加人数の上昇を目指すも
の

合併後、旧１市４町間の交流が活発に行われるようになり、新しい下関市としての一体感が生まれ
てきた。

下関みらい塾の参加人数によっ
て、講座の利用状況を示す指数。

目標設定の考え方

地区文化祭等の参加人数（人）

市民意識調査の結果
（％）

評価の基準

目標指数１
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事業名

市民文化セミナー

下関みらい塾事業

⑪ 施策名 総合評価 Ｃ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

図書館の充実 下関図書館

当面の間、現状のま
ま継続して実施

これからも、子ども達に夢を
与える事が出来る講師という
のを考え、事業の運営を行っ
ていきたい。

具体的な方策

専門的な講師を招き、
下関、菊川、豊田、豊
浦、豊北の５地区でそ
れぞれ独自の講座を開
催し、どの講座にだれ
でも参加できるものと
する。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性

どの地区の講座に市内
の誰でも参加できるよ
うに呼びかけている
が、まだまだ各地区の
住民以外の参加者は少
ないというのが、現状
である。そのため、広
く呼びかけていきた
い。市民文化セミナー
は、市民全体を対象と
したものであり講座の
受講を通して連携・交
流に役立っていること
から、上位施策に対す
る貢献度は大きい。

当面の間、現状のまま
継続して実施

毎年定員を決めて受講生を募集し
ているが、多くの受講希望者があ
り、抽選となる事が多いため、継
続して事業を行っていきたい。ま
た、合併後して一つの市になり、
市報による広報の効果もあり、下
関地区の方が豊浦地区の市民文化
セミナーへ参加するなど、地区を
越えた幅広い活動となりつつあ
る。

国際化、情報化、少子
高齢化、環境問題等、
著しい社会の変化に主
体的に対応できる活力
あふれた人間を育てる
ため、自分の夢に向
かって学び、追求いて
いく子供を育成するこ
とが求められている。
そこで、ジャンルを問
わず第一線で活躍して
いる人に、その専門と
する世界と自らの人生
について、子供達に熱
いメッセージを送って
もらう機会をつくり、
下関の子供達に夢や希
望を与え、世界へ羽ば
たく人物を育成する。

毎年、第一線で活躍
している方を講師に
招き、子供達に頑張
ることの大切さや今
を生きる大切さが未
来へつながるという
ことを講演いただい
ている。みらい塾
は、広く市内全域の
子どもたちを対象と
して、その連携・交
流を促進しているこ
とから、上位施策に
対する貢献度は大き
い。

市内在住者・市内に通勤通学している者。北九州在住者。学校・児童クラブ等の地域団体。

図書館は、住民と日常的に密接な関係を有する施設であり、知的要求度を満たす施設、学習意欲の
向上に役立つ施設で、住民の快適環境に資する教育施設である。高度化、多様化する住民の学習
ニーズに適切に対応し、豊かな図書館サービスをめざす。

生涯学習の中心施設である図書館の整備計画の見直しを図り、地域の特性や利用者ニーズに応ずる
ため、適切な施設整備に努めるとともに、電子図書館や図書館のネットワーク化等、運用面での工
夫を図り、市民の生涯学習機会の拡充に努める。  
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１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｃ Ｃ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1.8 1.9 1.9 1.9 2.8

実績 1.9 2

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 174 174 174 174 468

実績 178 176

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 20.0 21.8 18.5 16.7 23.0100 △ 0.010

１９年度 20.7 24.7 21.0 13.4 20.2100 0.124

今後の施策の方向・
方針

人口一人当たりの蔵書冊数は増加するも、予
約冊数、貸出冊数共に全館合計数は年々上昇
している。そのため、予約した資料が直ぐに
利用できないなどで、市民の要求に応えられ
ない場合もある。また、一部の地域だけでな
く、広く、下関市全体で図書館が生活の一部
にならなければ生涯学習の場としての役割が
果たせないと考えられるので「Ｃ」評価とし
た。

目標設定の考え方
平成２１年度開館予定の「中央図書館の
図書等購入計画」による

点検・評価

総合評価の考え方

市民一人当たりの蔵書冊数は、図
書館の整備状況を示す指数であ
り、豊富な蔵書は図書館の最大の
魅力である。

目標設定の考え方
平成２１年度開館予定の「中央図書館の
図書等購入計画」による

子どもの読書活動推進計画に則し、学校貸出用図書を充実させ、学校を中心に児童の読書を助成す
る。さらに古文書整備事業では史料叢書の発行により、古文書の普及に努める。生涯学習の中心的
な役割を果たすために、図書館の整備、並びにサービス向上に努める。

評価の基準

目標指数１ 人口一人当たりの蔵書冊数（冊）

図書館は身近で便利で利用しやすい環境である。

市民意識調査の結果
（％）

目標指数２ 人口一人当たりの資料費（円）

最新の情報・資料を提供し、利用
者のリクエストに応えるための資
料費は、図書館サービスを示す指
数。
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事業名

図書整理貸出窓口業
務

図書館コンピュータ
事業

古文書整備事業

視聴覚ライブラリー
業務

移動図書館業務

引き続き、サービスの格差を
是正するため、市民の要望を
考慮し、ステーション・文庫
の配置を検討したい。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

機材の老朽化や新教材の調達
等は難しいが、公開講座を開
催し、視聴覚ライブラリーの
広報と利用促進をはかる。新
図書館開館まで、現状のまま
継続する。

１．図書館施設から遠
隔地にステーションを
設定し、移動図書館車
を運行し、貸出業務を
行なう。
２．公民館などに、貸
出文庫を作り、周期的
に本を集配し、文庫の
充実に努める。

平成13年度に移動図
書館車を更新、平成
15年度には移動図書
館運転業務を嘱託職
員対応とするなど効
率化を図っている。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

１．視聴覚教材の整
備。
２．視聴覚機器及び、
視聴覚教材の貸出。
３．公開講座「文化映
画の会」と「蓄音機で
聴く昭和流行歌の歴
史」の開催。
４．インターネット体
験コーナー設置。

映像等視聴覚教材の
整備と活用をするも
の。市として必要な
事業であり、効率性
だけで判断すること
はできない。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

昨年度は市内各館との相互協力
で、予約の本の他館受取期日の巡
回を早めた。また、今まで他館か
らの予約ができなかった移動図書
館車の蔵書も予約取寄せを可能に
し、蔵書の有効利用を可能にし
た。今年度は市内の図書館６館と
１室が、それぞれの地域性を考慮
し、特色を活かした蔵書を収集構
成し、各館の利用の向上に努めた
い。

１．残されている貴重
な歴史資料をできるだ
け多く収集する。
２．収集した資料を整
理・分類して、保存す
る。
３．その資料を活字化
し、出版するなどして
公開する。

貴重な古文書等は、
そのままでは散逸の
可能性があるが、こ
の事業を行うことに
より保存され、後世
に伝えることが可能
となっている（昨年
度も藩政期から明
治、大正までの長府
藩にかかる資料の寄
贈があった）。
これらの資料は市民
や研究者だけでな
く、テレビ・新聞・
雑誌・教材等にも広
く利用されており、｢
地域の特性を活かし
たまちづくり｣に貢献
している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

引き続き資料の収集、整理・
分類、保存を行う。また、収
蔵資料の解読を行い、その成
果を館内展示、講座、出版等
の方法で公開する。

インターネットで「資
料検索」はもちろん、
「図書の予約」・「利
用者個人の利用状況の
確認」や、「時節テー
マの蔵書PR」・「お知
らせ」等で、図書館行
事のPRなど色々工夫を
こらして、ホームペー
ジを開示している。

ホームページの形、
並びに環境は業者委
託になっているの
で、「お知らせ」の
内容更新をまめに
し、「テーマ」など
の更新を時節毎に、
入力をしている。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

利用者からのリクエス
トやレファレンスを積
極的に受け、購入や寄
贈などで確保、所蔵
し、提供する。

資料の発注・入荷・受
入までの作業を機械化
するなど効率化を図っ
ているが、現施設では
保存場所が飽和状況に
あるため、なかなか保
存が難しい状態にあ
る。利用者からのリク
エスト数やレファレン
ス数が著しく増加して
おり、窓口業務量も増
え、蔵書での供給が追
いつかない現状にあ
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

１７年度に、利用者の要望を
取り入れて「よくある質問
コーナー」を増設した。今年
度は「お知らせコーナー」を
充実させ、広報に努めたい。
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⑫ 施策名 総合評価 Ｃ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 b d

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｂ Ｃ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 64,00065,00066,00067,00068,000

実績 63,79559,298

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 28,00029,00030,00031,00032,000

実績 26,00026,054

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 11.3 33.0 29.1 15.4 11.2100 0.178

１９年度 11.9 30.8 32.2 12.8 12.3100 0.170

今後の施策の方向・
方針

点検・評価

総合評価の考え方
地域住民が公民館活動をより身近に感じられ
ることを目標としているため、市民生活実感
評価を重視。

生涯学習課

毎年利用件数が増加するように努め、5年
間で5％程度の利用件数の上昇を目指すも
の

公民館等における全市民を対象と
した講座等の参加人数（人）

公民館活動の充実

全市民

市民の多様化・高度化した学習ニーズに対応し、誰でも、いつでも、どこでも、学習できる環境づ
くりに努めることで、市民が主体的な生涯学習活動を行えるようになること。

評価の基準

公民館等の施設の整備と更新を実施し、また施設における各種講座を充実すること。

目標指数１
公民館等施設利用件数（件）
【再掲】

生涯学習課所管の公民館等施設の
年間利用件数によって、公民館等
施設の年間利用件数によって、公
民館の利用状況を示す指数

目標設定の考え方

公民館等での各種講座のほか、出前講座やふくふくバンク（人材バンク）などのメニューが充実
し、自己啓発のために役立っている。

目標設定の考え方

市民意識調査の結果
（％）

目標指数２

社会教育課・公民館等が主催する
講座等の参加人数によって、講座
等の実施状況を示す指数

毎年参加人数が増加するように努め、5年
間で10％程度の参加人数の上昇を目指す
もの

様々な利用者に対応できる、施設の更新・講座の充実に努めることで、従来までの公民館利用者以
外の市民にも来館してもらえる魅力ある公民館としたい。
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事業名

一般管理業務（公民
館費）

公民館パソコン教室

地区市民学級

地域ふれあい活動業
務

地域ふれあい活動において、
ふくふくバンク等のボラン
ティア講師の活動の場であ
り、子ども達の地域の方との
交流場でもあるので、これか
らも継続して行っていきた
い。

市内の公民館や生涯学
習センター、ふれあい
会館等において、さま
ざまな分野にわたっ
て、子供たちの体験・
ふれあいの場を設け
る。また、親子での参
加を募ったり、就学前
の子供を対象にした体
操教室を開催したりす
るなど活動の広がりも
みられる。

地域ふれあい活動に
おいて、ボランティ
ア講師を活用するな
ど、講師としての学
びの発表にもなって
いる。地域ふれあい
活動を公民館で行う
ことで公民館での講
座の充実に貢献して
おり、また、地域に
おける子供から大人
までの世代間交流に
も貢献している。

今後の方向性 具体的な方策

当面の間、現状のま
ま継続して実施

公民館に整備されたパ
ソコンで地域住民のパ
ソコン技能習得への学
習意欲の高まりに対応
し、ＩＴ講習を実施。
パソコン教室を開催し
て生涯学習まちづくり
に繋がる人材の育成を
図るとともに、パソコ
ンのシステムサポート
等の環境整備に努め
る。また、働く人のた
めの学習ニーズに対応
するため、昼間だけで
なく夜間も講座を開
催。

パソコン教室に関す
る問合わせは非常に
多く、パソコン教室
の受講者も年々増加
してきている。ま
た、１８年度中に旧
市内のパソコン設置
の公民館においてＡ
ＤＳＬ以上のイン
ターネット環境の整
備を行った。パソコ
ン教室は、公民館主
催教室の中でも最も
人気の高い講座の一
つであり、ニーズも
あることから、上位
施策への貢献度は大
きい。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

各施設とも老朽化が著
しく、予算内での工
事・修繕の応急処置に
とどまっており、根本
的な施設改修に至って
いないため、利用者の
増加が伸び悩んでい
る。既存施設の老朽化
が著しいが、上位施策
に対する貢献度は最も
大きい。

今後内容を拡充しての
実施を検討

各施設とも老朽化が著しく現在の
予算では施設の応急処置にとど
まっている。バリアフリー対応、
インターネット環境など時代に即
した設備が整備されておらず、市
民が望んでいる新しい生涯学習メ
ニューを提供できていないのが現
状である。平成21年度には彦島公
民館が改築されるが、各施設につ
いて改築を含めた根本的な施設改
修が必要である。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要

公民館施設を安心かつ
快適に利用できるよう
工事・修繕を適宜行
い、また専門業者へ業
務委託し施設の維持管
理を行うほか、公民館
運営審議会を開催し、
公民館の各種事業の企
画実施について調査・
審議する。

これからも、地区市民学級を
継続していくことを考えてお
り、現在地区の公民館が主体
となっているが、いくつかの
公民館の共催による講座とい
うように地域を越えた講座の
開催や受講生による講座の運
営などを行っていければと考
えている。

現在、パソコンが整備されて
る公民館というのは各公民館
ごとではなく、各地域ごとに
整備という形になっている。
パソコンに関する学習の需要
が非常に高まってきているた
め、将来的には各公民館ごと
にパソコンの整備というのを
検討していきたい。また、各
公民館等の施設におけるパソ
コン教室の講座の内容も充実
させていきたいと考えてい
る。

地区市民学級につい
て、年々参加人数が
上昇してきており、
講座の内容について
もヨガ教室やテーブ
ルマナー等新しい講
座も増えてきてい
る。また、出前講座
の積極的な利用等講
座に工夫も凝らして
いる。公民館の講座
において、また、生
涯学習の学びのきっ
かけづくりとして地
区市民学級の重要性
は高く、講座の充実
に貢献している。

当面の間、現状のまま
継続して実施

知識・技能の習得を通
じて、同じ地域に住む
人々の心がふれあう機
会を提供するため各公
民館等において市民学
級を開催している。学
習内容については、健
康・歴史・料理などに
関するものが多いが、
生活課題を発見するた
めの動機付けや、集団
学習への初歩的な段階
としている。この市民
学級での学びを基にし
て、自主学習グループ
の誕生もあり、生涯学
習社会構築の一翼を
担っている。

事業成果
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⑬ 施策名 総合評価 Ｃ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a ｄ

市民生活実感評価 c ｃ

施策の総合評価 Ａ Ｃ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 220 230 260 290 300

実績 212 228

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 10 20 30 40 50

実績 17 7

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 3.3 18.7 42.9 21.3 13.8100 △ 0.237

１９年度 11.9 30.8 32.2 12.8 12.3100 0.170

今後の施策の方向・
方針

点検・評価

市民の生涯学習ニーズに対応できる生涯学習拠点施設の整備を推進するとともに、市民同士で教え
学び合える生涯学習ネットワークの形成を推進する。

総合評価の考え方
地域住民が生涯学習の支援体制をより身近に
感じられることを目標としているため、市民
生活実感評価を重視。

評価の基準

目標指数１

全市民

市民の多様化・高度化した学習ニーズに対応し、誰でも、いつでも、どこでも、学習できる環境づ
くりに努めることで、市民が主体的な生涯学習活動を行えるようになること。

生涯学習課

出前講座の利用件数（件）

生涯学習支援体制の充実

出前講座の利用件数によって、生
涯学習ネットワークの利用状況を
示す指数

目標設定の考え方
毎年利用件数が増加するように努め、5年
間で40％程度の利用件数の上昇を目指す
もの

公民館等での各種講座のほか、出前講座やふくふくバンク（人材バンク）などのメニューが充実
し、自己啓発のために役立っている。【再掲】
　　　　　　　　※　平成１８年度の質問事項は、「⑫公民館活動の充実」とは異なっている。

ふくふくバンクの利用件数によっ
て、生涯学習ネットワークの利用
状況を示す指数

目標設定の考え方
毎年利用件数が増加するように努め、5年
間で5倍程度の利用件数の上昇を目指すも
の

市民意識調査の結果
（％）

今後も生涯学習ネットワークの形成を推進するために、既存事業を十分に活用してもらえるような
広報を心がけたい。

目標指数２ ふくふくバンクの利用件数（件）
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事業名

総合的推進業務

社会教育複合施設建
設推進業務

⑭ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

心
豊
か
な
青
少
年
の
育
成

施設の老朽化が進み構
造面の不備が著しい下
関図書館のほか、施設
の老朽化、設備関係の
陳腐化が進んでいる中
央公民館、下関市文化
会館及び下関市婦人会
館を再編し、市民の生
涯学習の場及び地域コ
ミュニティー活動の場
として、多目的ホール
を備える生涯学習セン
ターを設け、生涯学習
ネットワークの推進を
図るとともに、生涯学
習活動に係る文化活動
及び市民活動の拠点化
を図る。

具体的な方策事業成果

本事業の受託者とな
る民間事業者（グ
ループ）を総合評価
一般競争入札により
選定し、基本契約及
び設計・施工一括契
約を締結した。また
施設の実施設計及び
既存施設の解体工事
を完了した。　本事
業は全市民の生涯学
習の推進に寄与する
施設および運営を目
指すことから、上位
施策に対する貢献度
は極めて大きいと考
えれられる。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

今後は、同事業を計画通り遅
滞なく進めることで、生涯学
習活動に係る文化活動及び市
民活動の拠点施設の整備を
図って参りたい。平成21年度
中の開館を目指し、施設の建
設工事を行い、施設の設置及
び管理に関する条例を制定す
るとともに、民間事業者を指
定管理者に指定する予定であ
る。

今後の方向性

下関市生涯学習まちづ
くり推進のため、推進
プランに基づき生涯学
習の振興を図る。

出前講座・ふくふくバ
ンクについては、年々
利用者が増加してきて
おり、市民と行政が一
体となって行っていく
「元気なまちづくり」
をする機運も徐々に高
まり、各制度が浸透し
てきている。出前講
座・ふくふくバンクな
どによって市民の生涯
学習の機運が高まりつ
つあることから、上位
施策への貢献度は特に
大きい。

当面の間、現状のまま
継続して実施

事業の概要

出前講座については、例年継続で
行っているメニューが多いが、毎
年新しい内容のメニューの設定や
新たな団体からのメニューの登録
があり、幅広い内容で市民への学
習の呼びかけが出来るようになっ
てきている。ただ、ふくふくバン
クについては、登録者の内容は充
実してきているが、市民が利用す
ることを考えるとまだ周知がなさ
れていないため、広報活動にも力
を入れていきたい。その他、関門
海峡・温故知新塾の学習の継続、
地区文化祭の充実にも力を入れて
いきたい。

生涯学習課

街頭補導、ヤングテレホン相談、環境浄化活動、広報・啓発活動、研修、関係機関との連携活動を
行う。

点検・評価

総合評価の考え方

施策の目標が市民生活の充実感、満足感を高
めていくことにあるため、市民生活実感評価
がより重要となるが、市民意識調査が防犯も
含めた広範囲な内容となっているため、目標
指数も考慮して評価。

防犯対策

施策を実現するための主要事業の点検・評価

未成年

３　心豊かな青少年の育成

青少年の健全育成を図るため、関係機関、団体、地域と緊密な連携のもとに非行防止活動を総合的
に推進する。
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１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 2.4 2.35 2.32 2.3 2.28

実績 2.38 0.97

目標指数１の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 6.0 26.6 40.8 16.8 9.8100 0.021

１９年度 7.6 33.0 35.5 12.9 11.0100 0.131

今後の施策の方向・
方針

事業名

青年交流館管理業務

青少年育成業務

放課後こども教室推
進業務

青森こども交流
効率的に執行されてい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

事業効果の見直しを行い今後終期
を設定する必要があると思われ
る。

具体的な方策

適正で効率的な運営管
理と経費縮減を図るた
め、平成１８年度に当
初より主な使用者であ
る｢菊川町青年団｣に指
定管理者制度によるに
管理委託を行った。

平成18年度からの指定
管理者制度の導入によ
り、管理運営経費等の
削減が達成されてお
り、上位施策への貢献
度も高い。

当面の間、現状のまま
継続して実施

現在は青年団体のみの利用である
ため、女性・少年団体にも利用の
拡大を図るとともに、周辺地域に
も利用が活発化するよう取り組む
ことで、利用者数の増加を目指
す。

事業の概要

今後も継続して事業を行う。

今後は、未実施の各学校において
「放課後プチこども教室」などを
開催することで、より多くの小学
校において、教室が立ち上がるよ
うに取り組んでいく。

本州の最西端と最北端
に位置する両市の子ど
も達が相互に訪問し合
い,ふれあいや心のつ
ながりを深めること
で、親善交流を図る。

放課後こどもプラン推
進委員会の開催コー
ディネーターの育成並
びに研修会の開催放課
後子ども教室の運営業
務委託

１９年度からの新規事
業であり、今後開催教
室数を増やしていく。
上位施策への貢献度は
高い。

今後内容を拡充しての
実施を検討

今後とも、補導活動の充実強化や環境浄化活動の積極的な推進、青少年相談の充実強化を図る。

青少年補導センターが行う補導1回
あたりの不良行為少年の補導件数
で、減少することによって非行防
止活動の浸透度合いが示される指
数

目標設定の考え方
毎年補導件数が減少するよう努め、5年間
で10％程度の補導件数の減少を目指すも
の

街頭補導などの少年の非行防止活動や地域の防犯活動などの取り組みにより、市民が安心して暮ら
せる安全なまちである。

評価の基準

目標指数１ 青少年補導件数(件)

１，わくわく少年隊
(菊川)
２，わくわくサマー
キャンプ(菊川)
３，トレッキング・ア
ドベンチャー(豊浦)
４，ジュニアリーダー
研修会

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

事業成果 今後の方向性

市民意識調査の結果
（％）

施策を実現するための主要事業の点検・評価
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青少年問題協議

青少年健全育成

成人の日記念

少年指導者研修

少年団体育成

プチカルチャー

青年団体育成

効率的に執行されてお
り、防犯対策等上位施
策に貢献している。

当面の間、現状のまま
継続して実施

今後も継続して事業を行う。

下関市青少年健全育成
市民会議総会・青少年
健全育成推進大会　各
地区育成協議会・事務
局長会議　健全育成啓
発業務　青少年健全育
成功労者表彰　児童生
徒健全育成作品表彰

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

今後も継続して事業を行う。

青少年問題協議会の開
催。（年１回開催,協
議会委員３０名）

下関　１月１２日　会
場　海峡メッセイベン
トホール

菊川・豊田総合支所管
内１月１１日 　会場
菊川ふれあい会館

豊浦・豊北総合支所管
内１月１１日　会場
夢ヶ丘スポーツセン
ター

効率的に執行されてお
り、上位施策に貢献し
ている。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改善・
再構築の検討

現在分散して開催されている成人
式記念式典を、合併後の新市とし
て、できるだけ１ヶ所に統合でき
るよう検討していく。

地域における児童健全
育成に大きな役割を果
たそうとする者に対
し、指導者としての役
割を正しく理解し、認
識を深めると友に知識
技術を高めるために実
施する。

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

今後も継続して事業を行う。

青少年を対象とする社
会教育団体の組織基盤
を強化し、自主活動を
推進させ、以て青少年
の健全育成に資する。

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

今後も継続して事業を行う。

青年が講座活動に・参
加をすることにより、
連帯感を育むととも
に、よりよい仲間づく
りを推進する。

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

対象の状況変化や財政
状況により縮小、休廃
止を検討

青年の意識・ニーズにあった事業
展開を検討しつつ継続する。

青年団体に対し、補助
金を交付し、青年団体
育成を図る。

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

対象の状況変化や財政
状況により縮小、休廃
止を検討

今後は規模を縮小しての継続を検
討する。
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青少年育成地域づく
り

青少年補導センター

青年の家管理運営業
務

⑮ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 b ｂ

市民生活実感評価 c ｃ

施策の総合評価 Ｃ Ｂ

文
化
財
の
保
存
と
活
用

規律ある協同生活を行
い、その生活体験を通
してお互いの交流を深
め望ましい人間関係を
育て、学校、地域、職
場の発展、活動に尽く
すことのできる青少年
の育成を行う。

ある程度の成果はあ
げているものの、上
位施策への貢献度は
充分ではない。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

利用者の減少及び施設の老朽
化のため、廃止を含めた今後
のあり方を検討。｢行政経営会
議｣において方針決定する。

美術館

本市の芸術文化活動の活性化

芸術文化活動の推進及び環境の整
備・充実

点検・評価

総合評価の考え方

市民生活実感ではどちらともいえないという
評価であるが、目標指数の内、美術品資料収
蔵数と講座・講演会等の参加数は、目標値を
超えており、施策の向上傾向にあると捉え
る。

すぐれた芸術文化の鑑賞機会の充実と、市民の芸術文化活動の活発化を図る。

地域の特性を活かして
多様な青少年健全育成
活動を実施す各校区・
地区育成協議会及びボ
ランテア団体などに対
して、青少年の健全育
成を目的として実施す
る事業に対して補助を
行う。

効率的に執行されてお
り、生涯学習支援体制
の充実に貢献してい
る。

４　文化財の保存と活用

市民及び市外からの来館者

当面の間、現状のまま
継続して実施

今後も継続し各団体への意識啓発
及び活動促進を図る。

１、街頭補導
２、ヤングテレホン相
談活動
３、環境浄化活動
４、広報・啓発活動

今後も、青少年の健全
な育成を図るために、
家庭・学校・地域及び
関係機関・団体との連
携をとりながら、青少
年に関するいろいろな
相談・指導活動、環境
浄化活動等が必要であ
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

１．補導活動の充実強化を図る
２．環境浄化活動の積極的な推進
を図る
３．青少年相談の充実強化を図る
４．広報・啓発活動の積極的な推
進を図る
５．関係機関・団体との連携強化
を図る
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１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 100,000100,000100,000100,000100,000

実績 88,69481,363

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1,9261,9361,9461,956 1,966

実績 1,9261,948

目標指数２の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 800 800 800 800 800

実績 966 1,166

目標指数３の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 6.0 26.6 29.3 20.6 17.5100 △ 0.168

１９年度 9.5 25.4 29.3 16.0 19.8100 △ 0.110

今後の施策の方向・
方針

芸術文化活動の拠点として、質の高い芸術文化に接する機会を提供するとともに、より多くの人に
利用してもらうために、魅力作りや広報活動などの面で一層の工夫と努力を行っていく。

目標設定の考え方
過去10年間の入館者実績にもとづく目標
値

下関では芸術や文化に親しむことのできる環境が充実していて、市民の文化・芸術活動も盛んであ
る。

目標指数１
芸術文化活動拠点施設等の利用人
数（人）

市民意識調査の結果
（％）

美術館美術作品資料の所蔵件数
（寄託品を除く）を示す指数

目標設定の考え方 過去5年間の実績にもとづく目標値

目標指数３
美術講座・講演会等参加者数
（人）

美術講座・講演会・実技講座等の
参加者数を示す指数

目標設定の考え方 過去5年間の実績にもとづく目標値

目標指数２ 美術作品資料所蔵数（件）

評価の基準

美術館入館者を示す指数
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事業名

展覧会開催業務

美術品資料収集業務

調査研究業務

普及教育業務

⑯ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ａ Ｂ

点検・評価

総合評価の考え方

市民への浸透度は発展途上の段階にあり、市
民生活実感評価ではどちらともいえないが、
事業への参加者は目標値を上回っていること
から目標指数を基に評価。

郷土の文化財の保存、活用を図り、後世へ守り伝えるとともに、市民の文化財に対する理解と愛護
の精神を深める。

さらに工夫・改善をしなが
ら、魅力ある美術講座・講演
会・実技講座などを行い、利
用者の美術への理解と関心を
深める機会をできるだけ増や
す。

所蔵品やそれに関連す
る資料、および地元の
美術資料などを恒常的
に調査・研究し、その
成果を展示や収集活動
に反映させるととも
に、研究紀要などにま
とめ、他の研究にも資
する。

調査・研究の継続と
成果の蓄積は、美術
文化活動の質を高め
ることになる。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

引き続き所蔵品やそれに関す
る資料の調査・研究活動と、
成果の活用を行うとともに、
その継続が可能な環境を充実
させる。

美術講座・講演会・実
技講座などを行い、美
術への理解と関心を深
める機会をできるだけ
増やす。

少人数、小規模予算
で行っているにもか
かわらず、比較的多
くの参加者を集め、
芸術文化活動の普及
と推進への貢献度は
高い。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

すぐれた美術品や、地
域にとって貴重な文化
的遺産である美術資料
を収集・保管し、収蔵
品の充実を図る。

すぐれた美術品を収
集することは、地域
の芸術文化活動の推
進・充実につなが
る。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

引き続きすぐれた美術品や、
地元にとって貴重な文化遺産
である美術品を収集してい
く。

文化財保護課

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

すぐれた内容の展覧会
を開催し、より多くの
人に、質の高い芸術文
化に接する機会を持っ
てもらう。

展覧会の質が市内外の
来館者から評価され、
また市民の創作活動の
発表の場としても活用
されており、芸術文化
の拠点としての役割を
果たしている。

当面の間、現状のまま
継続して実施

引き続きすぐれた内容の展覧会を
開催し、質の高い芸術文化に接す
る機会を提供するとともに、より
多くの人に利用してもらうため
に、広報活動などの面で一層の工
夫と努力を行う。

文化財愛護普及行事として、遺跡発掘調査現地説明会については各調査ごとに開催し（平均年３
回）、文化財教室については、年２回（埋蔵文化財とその他の文化財を各１回）の開催に取り組
む。

文化財の保護 （１）

郷土の文化財及び市民
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１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 300 300 300 300 300

実績 720 323

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1100 100 100 100 100

実績 1916 120

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 10.5 27.6 33.0 16.0 12.9100 0.067

１９年度 12.5 31.1 33.3 11.9 11.2100 0.219

今後の施策の方向・
方針

事業名

一般管理業務
当面の間、現状のまま
継続して実施

出土品等は、開発事業等に伴う発
掘調査事業量に比例して増加して
おり、既に収蔵しているものも含
めて、その取扱は文化財保護行政
上の大きな課題となっている。膨
大な資料の保管・活用には、効率
的な資料管理が必要であるが、現
状では、複数箇所での分散管理と
ならざるを得ないため、出土資料
等の収蔵方法を含めて、一定の基
準を策定し、効率的な保管・管理
していく必要がある。

公共工事等大規模開発
も増えているため、今
後も出土品数は増加す
る傾向にあり、収蔵施
設の維持管理を行う必
要がある。

過去の行事開催の推移及び開催会場環境
により設定

郷土の歴史・文化や自然環境が育んだ市民共有の文化遺産は、行政と文化財所有者および市民の相
互協力によって文化財保護推進が図れるため、今後とも市民に対して広く地域の文化財の周知を図
りたい。

事業の概要 事業成果 今後の方向性

郷土の歴史・文化や自然環境が育んだ文化遺産、天然記念物等の文化財に対する理解と愛護の精神
が深まっている。

文化財教室等の参加者数で、文化
財の保存･活用への理解や関心度を
示す指数(18年度は旧下関英国領事
館100周年記念事業下関英国交流
フェアを7日間開催）

評価の基準

目標指数１
遺跡発掘調査現地説明会参加者数
（人）

具体的な方策

施策を実現するための主要事業の点検・評価

遺跡発掘調査現地説明会の参加者
数で、埋蔵文化財やその記録保存
への理解や関心度を示す指数（遺
跡発掘調査ごとに年平均3回程度現
地説明会を開催、19年度は開発工
事が多く4回開催）

目標設定の考え方
過去の行事開催の推移及び開催会場環境
により設定

埋蔵文化財調査室・安
岡考古資料室等の施設
整備、維持管理に努
め、遺物・図面・写真
等の発掘関係資料の保
存・整理状況を良好に
する

目標指数２ 文化財教室の参加者数（人）

目標設定の考え方

市民意識調査の結果
（％）
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文化財施設等管理業
務

埋蔵文化財分布・資
料整理・発掘調査業
務

文化財愛護普及業務

指定・登録文化財の管
理指導、文化財保護審
議会の開催、指定文化
財修理費補助、文化財
教室開催等文化財愛護
意識の普及に努める

施設の老朽化によ
り、今後施設の維持
管理のための補修方
法の検討が必要であ
る。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

・施設劣化状況を把握し、適
切な措置を行い来館者の安全
を確保する。
・施設の維持管理に努め、よ
りよい状態での施設の公開を
行い観光資源としても交流人
口の拡大に資する

・補助金交付等を通して文化
財の保護と活用について文化
財所有者への理解を求める。
・効果的、効率的な事業執行
に努め、文化財所有者及び市
民の文化財保護意識を高めて
いく。

事業者等の依頼に基
づき実施する各種埋
蔵文化財調査につい
ては、開発等土木工
事と埋蔵文化財保護
の円滑化を目的とし
て、年度単位で依頼
に即応した。

今後内容を拡充して
の実施を検討

開発計画との円滑な調整を図
りつつ、埋蔵文化財の保護を
推進する。また、基礎資料の
整備を計画的に実施する。

・埋蔵文化財分布照会
に伴う現地確認を含
め、分布調査（踏査）
の計画的な実施によ
り、埋蔵文化財保護の
ための基礎情報となる
埋蔵文化財分布情報
（地図・台帳）を整備
する。　・埋蔵文化財
の包蔵状態を確認する
ため、計画的、または
必要に応じ、試掘調査
等を実施し、土木工事
に伴う埋蔵文化財保護
調整の為の判断材料を
収集・整備する。　・
土木工事等を行う民間
開発事業者及び市の開
発担当部局等と工事着
手前に協議・調整を行
い、必要に応じ、記
録・保存を目的とした
本発掘調査や立会調査
等を実施し、埋蔵文化
財の保護に必要な措置
を講ずる。

旧下関英国領事館・日
清講和記念館・長府藩
侍屋敷長屋等の維持管
理を行うとともに、公
開して市民の文化財の
保存・活用意識啓発に
努める

当面の間、現状のま
ま継続して実施

・全ての指定文化財
に関して、十分な管
理指導が行えていな
い状況にある。
・説明会教室開催、
図書販売等により更
なる文化財愛護への
意識高揚に努める。
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史跡等保存整備業務

豊田ほたるの里
ミュージアム管理運
営業務

烏山民俗資料館管理
運営業務

保存整備計画の策定にあたっ
ては、史跡保存活用委員会で
継続して審議するとともに、
ワークショプの開催、市民参
加の発掘調査や整備等の体制
を整え、有効活用のための早
期段階での市民活動支援に取
り組む。

事業実施（方法・手
段・主体等）の改
善・再構築の検討

平成２１年度の新施設への移
転に伴い未整理であった収蔵
資料を調査整理することで、
新施設において有効な活用を
計画する。また、新施設の開
館に向けて展示計画や周知活
動を充実に努める。

国指定史跡に指定され
市の所有となった3史
跡（仁馬山古墳・梶栗
浜遺跡・綾羅木郷遺
跡）を史跡公園として
整備し、現在、各遺跡
間で設定されている
「史跡の道」を利用
し、考古博物館を史跡
探訪の拠点とし有機的
な連携を目指した活用
を図る。

今後内容を拡充して
の実施を検討

自然科学体験学習プログラム
では、サポートするための人
員が少なく、現在の人数以上
を安全に対応することは困難
である。そのため、今後はボ
ランティア等に手伝って頂
き、人員を確保し、参加定員
の増数を目指したい。また、
企画展やテーマ展における展
示解説についても前述と同様
な方法で対応していきたい。
特別講演会においては、開催
案内を現在の１ヶ月前からで
はなく、2ヶ月程度前から行う
など、多くの方に周知できる
方法を行っていきたい。

豊浦地区の特徴ある歴
史民俗を学習できる唯
一の資料館として、関
係資料を収集整理する
とともに、重本コレク
ション（寄贈資料）を
観光資源として活用し
ていく。

同系統の資料を有す
る資料館は近隣にな
いため、特徴ある資
料館として存在価値
は大きい。

史跡等保存活用委員
会を開催し、随時、
基本構想、基本計画
の点検を行ってい
く。

自然科学に関した様々
なジャンルの観察会や
ホタルに関連した学習
プログラム、講師派遣
などを実施し、市民の
方々へ教育活動の場を
提供する。さらに、地
域に密着した企画展等
を行うことで、地域の
現状を紹介する。ま
た、地域の生物相等の
調査・研究を行い、そ
の情報を展示等へ反映
するとともに、当館Ｈ
Ｐ等を通して全国へ発
信する。

平成19年度は、自然
科学体験学習プログ
ラムに述べ447名の参
加があり、おおむね
すべてのプログラム
において定員に達し
た。また、春季、蛍
季、夏季、秋季、冬
季と内容の異なる企
画展・テーマ展を開
催し、変化ある館運
営を行った。さら
に、特別講演会を2回
開催し、多くの参加
を得た。また、自然
科学に関する調査・
研究を進め、豊田ホ
タルの里ミュージア
ム研究報告書の発刊
を進めた。

今後内容を拡充して
の実施を検討
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⑰ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 23,00023,00023,00023,00023,000

実績 24,81323,744

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 1,1001,1001,1001,100 1,100

実績 1,3221,052

目標指数２の説明

点検・評価

考古博物館

目標指数１ 考古博物館の入館者数（人）

多くの人に親しまれる博物館を目指す。

総合評価の考え方

目標数値が充足していくとともに、市民の文
化財の保存、活用意識が向上し、市民の生活
実感が向上して初めて発揮されるであろうこ
とから同等の重要度ととらえて評価。

博物館の資料に関する調査研究により得られた成果を、展示や様々の方法を用いて教育・学習の支
援に生かし、学術の進展に貢献し、文化の保護、創造に貢献する。

評価の基準

一般市民

年間の考古博物館入館者数を示す
指数

目標設定の考え方

歴史系博物館は全国的に入館者数の減少
が言われている中、現状を維持し、開館
以来最低であった16年度の入館者数
22,201人を下回らないように努力目標と
して設定

文化財の保護（２）

考古博物館主催の行事、①一般教
養講座、②ミュージアムセミ
ナー、③考古よもやま話、④考古
博物館探検、⑤古代こども体験、
⑥土笛・土鈴づくり、⑦勾玉つく
り、⑧史跡の道クイズウォークラ
リー等の参加者数を示す指数

目標設定の考え方

過去の実績と受け入れ可能な定員数を考
慮して設定（各々の目標人数、①80人×4
回、②20人×12回、③40人×2回、④50
人、⑤30人×3回、⑥～⑧320人）

目標指数２
考古博物館主催の行事（展示業務
を除く）の参加者数（人）
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市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 10.5 27.6 33.0 16.0 12.9100 0.067

１９年度 12.5 31.1 33.3 11.9 11.2100 0.219

今後の施策の方向・
方針

事業名

管理運営業務

展示業務

調査研究業務

教育普及業務

調査研究で得られた情
報を、教養講座・体験
学習を通じて多くの人
へ教育普及する

・体験学習の回数
・講座の回数
・ボランティアの登
録者数
・広報誌掲載状況

当面の間、現状のま
ま継続して実施

当館主催の講座・体験学習と
は別に、出前講座や当館を利
用し学芸員を講師とした擬似
体験教室を広報し、実施。13
名の登録ボランティアを育成
し、ボランティアの協力を得
ながら積極的な活動を展開す
る必要がある。

遺物未整理分につい
ては、作業場が手狭
なことも考慮し、今
後適正な人数配置の
うえ作業を進める。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

資料そのものに対する調査研
究に加え、資料管理、資料の
活用方法等の調査研究につい
ても行う。

19年度は、休憩所（弥
生の里）のウッドデッ
キを改修し、安全性を
高めた。管理業務は、
白熱電球を電球形蛍光
ランプに交換し省エネ
に努めコスト削減を
行った。

・館蔵資料や関連資料
の調査研究
・出土品の整理作業
・研究紀要の発行（年
１回）

当面の間、現状のまま
継続して実施

・空調機修理、中央監視盤装置等
改修に努める。
・引き続きコスト縮減に努める。

入館者数を増やす。
当面の間、現状のま
ま継続して実施

・博物館の資料に関する調査
研究により得られた成果を展
示業務において教育・学習の
支援に活かす。
・常設展示室を可動式にリ
ニューアルを検討し、文化庁
主催の巡回展、あるいは他館
との共同企画展など、規模の
大きな企画展を開催し、入館
者の増を図りたい。

開館１３年を経過し、
設備・機器の故障とな
るものが年々増えてい
る。視覚機器が「調整
中」となったり、室内
環境整備においてお客
様にご不便をかけるこ
とのないよう、更なる
環境整備を図る必要が
ある

最新の学問成果を広く
一般市民に公開する

博物館の資料に関する調査研究により得られた成果を展示や教育・学習の支援に活かし、学術の進
展に貢献し、文化財の保護に貢献する。引き続きコスト縮減に努める。

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

施策を実現するための主要事業の点検・評価

市民意識調査の結果
（％）

郷土の歴史・文化や自然環境が育んだ文化遺産、天然記念物等の文化財に対する理解と愛護の精神
が深まっている。【再掲】
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⑱ 施策名 総合評価 Ａ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 c a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｃ Ａ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 15,00015,00015,00015,00015,000

実績 12,72715,482

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 23,18723,19223,19723,20223,207

実績 23,18723,206

目標指数２の説明

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 10.5 27.6 33.0 16.0 12.9100 0.067

１９年度 12.5 31.1 33.3 11.9 11.2100 0.219

今後の施策の方向・
方針

点検・評価

総合評価の考え方

博物館入館者数及び博物館所蔵資料点数は目
標値を達成しているが、市民生活の実感評価
につながっていない。新たに収集した資料及
び収蔵品の魅力をどのように市民に伝えるの
か、また、その魅力を引き出す展示及び積極
的な情報発信が必要である。

長府博物館

長府博物館の入館者の人数で、文
化活動の動向を示す指数

目標設定の考え方
過去の長府博物館入館者数の推移より設
定

下関の貴重な歴史・文化・民俗等に関する資料を継続的に収集・整理・保管し、展示や調査研究、
教育普及活動に活用して、下関の歴史や文化に親しんでもらう。

評価の基準

目標指数１ 長府博物館入館者数（人）

文化財の保護（３）

一般市民

本市の中核的な歴史博物館・文化財等保存利用機関として、下関市内外に所在する本市ゆかりの文
化財（歴史資料・美術工芸品）及び本市の成り立ちと深い関わりのある特定のテーマ性（対外交渉
や明治維新等）に基づく系統的な資料を収集し、文化財等の散佚を防ぐとともに、生涯学習時代を
迎えた今日、市民のさまざまな知的要求に応えることができるよう博物館展示の質的転換を図る。

長府博物館所蔵資料の点数で、文
化財の保護を示す指数

目標設定の考え方
過去の長府博物館資料の収集資料点数の
推移より設定

目標指数２ 長府博物館所蔵資料点数（点）

郷土の歴史・文化や自然環境が育んだ文化遺産、天然記念物等の文化財に対する理解と愛護の精神
が深まっている。【再掲】

生涯学習及び学校教育の現場などで地域の文化財を数多く収蔵する博物館の担う役割は大きい。今
後は未来へ向かい、文化財を保存・継承する、その意義をどのように情報発信するべきなのか検討
する必要がある。

市民意識調査の結果
（％）
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事業名

管理運営業務

展覧会開催業務

資料収集保管業務

資料購入や保存処理などは、
対象とされた資料の価値や状
態等によって事業費が大きく
異なるため事業費は年度毎に
増減せざるを得ないという特
殊性がある。そのため事業費
の継続的な削減は事業効果を
減退させる可能性がある。散
逸の危機にある下関の歴史や
文化に関する資料は数多く、
資料収集保管業務は博物館の
基本的業務といえる。それら
の資料を展示や研究、地域づ
くりに役立てるため当事業は
継続的かつ計画的に実施する
必要がある。

職員少数のため、当該
業務にかかる嘱託職員
人工数は増加したが、
事業費を例年並みに抑
えかつ適切に維持管理
できた。

今後の方向性

継続して収集を図る
ことにより、館蔵品
の充実が図れ、効率
的な展示が可能に
なった。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

事業実施（方法・手
段・主体等）の改善・
再構築の検討

具体的な方策

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果

本市を代表する博物館・文化財等
保存活用施設として市民及び観光
客の利用も多、それだけに適正な
維持管理は不可欠である。施設の
維持管理業務は経年劣化を考慮す
ると事業の拡充が必要となる。ま
た、少ない職員で当該業務を補う
ためには、職員の適正配置及び効
率化を図ることが重要である。

常設展示（常設展及び
常設企画展）の開催及
び特別展示の開催

嘱託職員人工数を削
減した上で、展示計
画とおりの内容で実
施し、来館者数も目
標を上回った。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

上位施策に対する事業全体の
必要性、妥当性は極めて高
く、積極的に推進していくこ
とが適当と思われるが、来館
者増を図るため、広報活動や
施策を講じていく必要があ
る。また、企画展の開催や展
示内容の充実を図るためには
学芸業務に重点を置く必要性
があるが、少数職員の現状で
は他業務との兼ね合いを考
え、事務の適正な分担で補う
ほかないと思われる。

下関の貴重な歴史・文
化・民俗等に関する資
料を継続的に収集・整
理・保管し、展示や調
査研究、教育普及活動
に活用して、下関の歴
史や文化に親しんでも
らう。

本市を代表する博物
館・文化財等保存活用
施設として、博物館資
料の善良な維持管理と
観覧者の便宜を図る
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⑲ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 a a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｂ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 19,30019,30019,30019,30019,300

実績 18,60418,121

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 500 500 500 500 500

実績 500 600

目標指数２の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 250 250 250 250 250

実績 250 250

目標指数３の説明

評価の基準

目標指数１
土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージア
ムの入館者数（人）

土井ヶ浜弥生まつりの参加者数
（人）

土井ヶ浜シンポジウムの参加者数
（人）

目標設定の考え方
過去最低であった平成１７年度の参加者
数２５０人を下回らないようにする

総合評価の考え方
市民が生活実感としてとらえにくい施策であ
るので、目標指数評価を重視。

文化財の保護（４）

一般市民および国内外の人々に対し、土井ヶ浜遺跡の内容および形質人類学・考古学・民俗学など
の人類学系分野の調査研究成果の啓蒙普及をはかる。

土井ヶ浜遺跡の調査研究成果および形質人類学・考古学・民俗学などの人類学系分野の調査研究成
果を、映像、グラフィックパネル、模型などを用いて、わかりやくす紹介することによって、歴史
や文化財に対する理解・認識の向上に寄与する。

目標指数３

土井ヶ浜遺跡・人類学
ミュージアム

形質人類学・考古学・民俗学などの人類学系分野の調査研究成果を、映像、グラフィックパネル、
模型などを用いて理解を深める。企画展、シンポジウム、講演会、フォーラム、体験学習講座など
を開催し、理解を深める場を提供する。また、展示機器類の更新を図る。

点検・評価

土井ヶ浜遺跡への関心を示す指数 目標設定の考え方
過去最低であった平成１７年度参加者数
５００人を下回らないようにする

目標指数２

博物館活動への理解度を示す指数

土井ヶ浜遺跡と博物館の存在およ
び展示内容の理解度を示す指数

目標設定の考え方
過去最低であった平成１６年度入館者数
19,244人を上回るようにする

 

 



 56 

市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 10.5 27.6 33.0 16.0 12.9100 0.067

１９年度 12.5 31.1 33.3 11.9 11.2100 0.219

今後の施策の方向・
方針

事業名

弥生パーク管理運営
業務

弥生パーク調査研究
業務

豊北歴史民俗資料館
管理運営業務

下関市域における人文系博物
館、資料館の収蔵資料の一元
管理化およびその維持をおこ
なうための、組織および収蔵
施設の建設

資料館（旧滝部小学
校）の老朽化に伴い、
文化財建造物を活用し
た郷土を学ぶ施設とし
て改修工事を実施

資料館の修復工事開
始が予定よりも早く
なったために閉館も
予定よりも早まり、
結果的に入館者数が
減少した。改修工事
が終了し、活用計画
に沿って事業展開が
始まれば利用者数の
増加や地域振興に貢
献できるものと思わ
れる。

土井ヶ浜遺跡の発掘調
査実施、土井ヶ浜遺跡
の発掘調査報告書の刊
行、古人骨の発掘調
査・中国（東アジアを
含む）出土古人骨調査
を実施。

土井ヶ浜遺跡を核と
して、「人類学」
「考古学」などの調
査研究を実施するこ
とによって最新の情
報や成果を博物館に
展示したり、シンポ
ジウムの内容を充実
させることは、本市
や地域の学術文化を
向上させることに大
いに貢献している。

当面の間、現状のま
ま継続して実施

当面の間、現状のま
ま継続して実施

土井ヶ浜遺跡の全貌を解明す
るための調査研究と日本唯一
の人類学博物館として、日本
人のルーツとその形質変化に
関する調査を国内外で実施
し、未来の形質を予測するこ
とによって、社会進歩に貢献
したい。

今後の方向性 具体的な方策

企画展、シンポジウ
ム・講演会・フォーラ
ム、体験学習などを開
催し、常設展示や展示
機器類の見直しを図っ
ていく。

日本唯一の人類学
ミュージアムである強
みを生かし、本館でし
かできない人類学的展
示や人類学・考古学・
民俗学の３つの分野が
コラボレイトした展
示、シンポジウムなど
をおこなうなど地域の
特徴を生かしたまちづ
くりに多大な貢献をし
ている。

今後内容を拡充しての
実施を検討

老朽化した展示機器のリニューア
ル、映像展示のコンテンツ更新、
斬新な企画展やシンポジウムの開
催、体験学習の実施などをおこ
なっていくが、国道１９１からの
直接アクセス、展示スペースの拡
大・充実、収蔵施設などのバック
ヤードの拡充などハード面の整備
をおこなう「土井ヶ浜２期整備事
業」の早急な着手が必要。

現状の施設では機能を十分発揮し得ない。ハードの充実をはかる土井ヶ浜２期整備事業に着手する
必要がある。

郷土の歴史・文化や自然環境が育んだ文化遺産、天然記念物等の文化財に対する理解と愛護の精神
が深まっている。【再掲】

市民意識調査の結果
（％）

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果
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⑳ 施策名 総合評価 Ｂ 課所室

施策の対象
（誰や何のためにこ
の施策を行うのか）

施策の意図
（対象をどのような
状態にしたいのか）

施策の概要
（どのような施策を
実現していくのか）

１８年度 １９年度

目標指数評価 d a

市民生活実感評価 c c

施策の総合評価 Ｃ Ｂ

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 767 837 907 977 1,047

実績 575 1,099

目標指数１の説明

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

目標 20 20 20 20 20

実績 18.9 20

目標指数２の説明

健
や
か
さ
を
育
む
体
育
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

点検・評価

総合評価の考え方

目標指数調査については、良い結果となって
いるが、今後の経過を見守る必要があると思
われる。市民生活実感評価については昨年度
の評価よりa+bとeの割合が増えており、評価
のわかれているところである。

目標設定の考え方

目標指数２

評価の基準

目標指数１
ニュースポーツ講習会参加人数
（人）

スポーツ活動の推進及び環境の整
備・充実

スポーツ指導者割合（％）

本課が行うニュースポーツ講習会
参加人数で、ニュースポーツの普
及によるさらなる既存施設の有効
活用の推進状況を示す指数

５　健やかさを育む体育スポーツの振興

年齢や健康状態に見合ったスポーツを行う場や情報を提供することにより、青少年の健全な心身の
育成を図り、また高齢者の生きがいづくりや健康増進を図り、スポーツを通じたいきいきとしたま
ちづくりを行う。

体育課

スポーツを志す市民

スポーツ少年団の活動を通してスポーツの底辺を広げるとともに、指導者やリーダーを育成する。
また、新しいスポーツを紹介することにより、誰もがスポーツに親しめるようにする。

ニュースポーツのさらなる普及を図るた
め、２２年度までに参加者数1.5倍増を目
指すもの

スポーツ少年団における団員数に
対する指導者の割合で、スポーツ
指導者の確保・充実状況を示す指
数

目標設定の考え方
山口国体の開催を控えて少年スポーツに
おける指導者の確保・充実させていくこ
とを目指すもの
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市民意識調査の質問
事項

そう思う
どちらかと
いうとそう
思う

どちらとも
いえない

どちらかと
いうとそう
思わない

そう思わな
い

計 評価点

１８年度 12.0 24.1 22.5 22.9 18.5100 △ 0.117

１９年度 15.4 28.0 20.0 14.8 21.8100 0.005

今後の施策の方向・
方針

事業名

生涯スポーツ振興事
業

競技スポーツ推進事
業

スポーツ少年団育成
業務

スポーツイベント事
業

生涯スポーツの育成を
図るため、スポーツ・
レクリエーション活動
の場を提供し、各種大
会の事業運営を行う。

各種スポーツイベント
を開催することによ
り、スポーツ活動の環
境整備、市民の意識の
向上を図ることができ
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

参加者が積極的に参加できるよう
なイベントつくりを目指す。

施策を実現するための主要事業の点検・評価

事業の概要 事業成果 今後の方向性 具体的な方策

本市における競技ス
ポーツの推進のため全
国大会等出場及び優勝
賞賜金の支給等を行
う。

平成２３年開催の山口
国体へ向けて、優秀選
手及び優秀指導者の育
成強化を図ることによ
りスポーツ活動の推進
及び環境の整備・充実
が図られる。

今後内容を拡充しての
実施を検討

更に重点化し、平成２３年開催の
山口国体に向けて優秀選手及び優
秀指導者の育成を進めていく必要
がある。

ニュースポーツの普及やスポーツの底辺拡大のため、ソフト面、ハード面での充実を図り様々な種
類のスポーツ指導者を育成する。

市民意識調査の結果
（％）

各競技種目別に活動助
成金を支出し、各競技
種目団体の基盤の強化
を図るとともに、ち
びっこスポーツフェス
ティバル等の行事を開
催し、競技人口の底辺
の拡大を図る。

平成２３年山口国体に
向け選手層を広げ選手
強化につながってい
る。

当面の間、現状のまま
継続して実施

指導者講習会等による指導者の資
質向上機会の増加に努める。ス
ポーツ少年団同士の交流を充実さ
せ、活動意欲の促進を図る。

身近なところで気軽にスポーツを楽しむことのできる場所や機会がある。

中国大会以上の大会を
誘致開催する競技種目
団体及び姉妹都市（友
好都市）とのスポーツ
交流大会を開催する競
技種目団体への補助を
行う。

大会誘致によるスポー
ツの振興ばかりでな
く、経済的な効果も期
待できる。また、市民
のスポーツに対する意
識の向上が図れる。

当面の間、現状のまま
継続して実施

競技団体への積極的な情報提供や
働きかけを行う。
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Ⅲ 事務事業評価一覧 

 

事務事業評価は予算小事業をベースとした１５１事業を対象として実施しています。 

 

事務事業は総合計画の施策体系のいずれかに位置付けられています。 

 

本章では評価を行った事務事業を本報告書用に整理し、施策別に一覧としています。事

務事業の詳細については、市ホームページの「行政評価の実施状況」で閲覧可能となって

います。 

 

  事務事業評価は、事務事業の点検を踏まえて、所管課が「妥当性」※１、「有効性（貢献

度）」※２、「効率性」※３の観点から評価を行い、各観点から事業の状況を主観的な判断によ

り５段階評価を行っています。 

 

  ５段階評価の考え方 

           Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

「総合的に高い（事業実施 「総合的に低い」 

について妥当性があり、有効 

に、且つ効率的に実施されている」 

 

 

（再掲） 

※１ 「市民ニーズや事業の意義」、「公共性等」という観点 
※２ 「目的に沿った期待通りの成果」、「事業成果の上位施策への貢献」という観点 
※３ 「最適な手段、執行方法」、「費用対効果」という観点 
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施策別事務事業

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価 平成１９年度事業額
（千円）

今後の方向性

教職員研修 Ｂ 5,973
今後内容を拡充しての実
施を検討

指導業務 Ｂ 11,215
当面の間、現状のまま継
続して実施

コンピュータ教育推進 Ｃ 3,276
当面の間、現状のまま継
続して実施

中核市研修業務 Ａ 30,271
今後内容を拡充しての実
施を検討

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

生徒指導推進事業 Ｂ 21,243
今後内容を拡充しての実
施を検討

問題を抱える子ども等の自立支援事業 Ｂ 6,641
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

児童生徒支援事業 Ｂ 3,666
当面の間、現状のまま継
続して実施

子どもと親の相談員派遣事業 Ｂ 1,719終了

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

一般管理業務（事務局費） Ｂ 148,608
当面の間、現状のまま継
続して実施

一般管理業務 Ｂ 1,344,887
当面の間、現状のまま継
続して実施

新設特別教室整備事業 Ｂ 2,131
当面の間、現状のまま継
続して実施

既存特別教室整備事業 Ｂ 2,221
当面の間、現状のまま継
続して実施

教室等環境整備事業 Ｂ 3,442
当面の間、現状のまま継
続して実施

特別活動推進 Ｂ 26,500
当面の間、現状のまま継
続して実施

教材整備推進 Ｂ 189,168
当面の間、現状のまま継
続して実施

特別支援学級設備整備業務 Ｂ 20,328
当面の間、現状のまま継
続して実施

寄宿舎管理運営 Ｂ 5,567
当面の間、現状のまま継
続して実施

校舎大規模改造事業（文関小学校） Ａ 147,501終了

耐震補強（外壁改修）事業 Ａ 274,266
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

中学校建設事業（川中中学校） Ａ 100,283
今後内容を拡充しての実
施を検討

アスベスト除去事業 Ａ 46,301
当面の間、現状のまま継
続して実施

IT推進事業 Ｂ 104,920
当面の間、現状のまま継
続して実施

コンピュータ整備事業 Ｂ 82,217
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実
教育環境の整備充
実（不登校指導）

１　「ふるさと下関」の一人ひとりの子どもたちのよさや可能性を伸ばす学校教育の推進

学校教育の充実
教育環境の整備充
実（教育指導）

教育環境の整備充
実（教育施設）

学校教育の充実
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施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価 平成１９年度事業額
（千円）

今後の方向性

学校保健管理業務 Ｂ 236,870
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

学校給食管理業務 Ａ 57,962
今後内容を拡充しての実
施を検討

地場産学校給食食育推進事業 Ａ 5,167
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校給食衛生対策業務 Ａ 18,121
今後内容を拡充しての実
施を検討

要保護及び準要保護児童生徒奨学業務 Ａ 275,368
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

南部学校給食共同調理場運営業務 Ａ 255,872
当面の間、現状のまま継
続して実施

中部学校給食共同調理場運営業務 Ａ 253,638
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊浦学校給食共同調理場運営業務 Ａ 51,725
当面の間、現状のまま継
続して実施

黒井学校給食共同調理場運営業務 Ａ 14,865
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊田学校給食共同調理場運営業務 Ａ 43,976
当面の間、現状のまま継
続して実施

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

学校教育業務 Ｂ 405,754
当面の間、現状のまま継
続して実施

授業料徴収及び減免業務 Ｂ 8,224
当面の間、現状のまま継
続して実施

姉妹校交歓業務 Ｂ 2,981
当面の間、現状のまま継
続して実施

高等学校開放講座 Ｂ 649
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校管理業務 Ｂ 66,445
今後内容を拡充しての実
施を検討

各教科振興業務 Ｂ 16,170
当面の間、現状のまま継
続して実施

情報処理教科振興業務 Ｂ 23,745
今後内容を拡充しての実
施を検討

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

学校教育推進業務 Ｃ 11,951
当面の間、現状のまま継
続して実施

総合学習推進業務 Ｂ 5,251
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊かな体験活動 Ｂ 2,569
当面の間、現状のまま継
続して実施

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

私学振興学校教育 Ｂ 1,823
当面の間、現状のまま継
続して実施

私学助成業務 Ｂ 43,726
当面の間、現状のまま継
続して実施

私立幼稚園就園奨励費補助業務 Ａ 97,264
当面の間、現状のまま継
続して実施

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

国際化への対応
国際化の推進(国際
理解教育）

外国語指導助手招致事業 Ｂ 31,244
今後内容を拡充しての実
施を検討

教育環境の整備充
実（下関商業高等
学校）

特色ある学校づく
り

私学の振興

教育環境の整備充
実（学校給食）

学校教育の充実

学校教育の充実

学校教育の充実

学校教育の充実
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施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

ＰＴＡ地域活動 Ｃ 1,274
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

社会教育団体育成 Ａ 5,049
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

家庭教育学級 Ｃ 13,717
当面の間、現状のまま継
続して実施

婦人団体指導 Ｃ 2,522
当面の間、現状のまま継
続して実施

彦島公民館改築業務 Ｂ 598,602
当面の間、現状のまま継
続して実施

ふれあい会館管理運営業務 Ａ 43,405
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊田生涯学習センター Ｂ 19,241
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊浦ふれあいセンター業務 Ｂ 799
当面の間、現状のまま継
続して実施

小野ふれあいセンター業務 Ｂ 1,263
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

宇賀ふれあいセンター業務 Ａ 7,111
今後内容を拡充しての実
施を検討

豊北生涯学習センター Ｃ 18,887
当面の間、現状のまま継
続して実施

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

市民文化セミナー Ａ 5,689
当面の間、現状のまま継
続して実施

下関みらい塾事業 Ｃ 5,147
当面の間、現状のまま継
続して実施

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

図書整理貸出窓口業務 Ｃ 147,041
当面の間、現状のまま継続
して実施

図書館コンピュータ事業 Ｂ 49,982
当面の間、現状のまま継
続して実施

古文書整備事業 Ｂ 600
当面の間、現状のまま継
続して実施

視聴覚ライブラリー業務 Ｃ 2,058
当面の間、現状のまま継
続して実施

移動図書館業務 Ｂ 12,648
当面の間、現状のまま継
続して実施

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

一般管理業務（社会教育総務費） Ｂ 49,552
当面の間、現状のまま継
続して実施

公民館パソコン教室 Ａ 2,405
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

地区市民学級 Ａ 12,931
当面の間、現状のまま継
続して実施

地域ふれあい活動業務 Ａ 6,419
当面の間、現状のまま継
続して実施

一般管理業務（公民館費） Ａ 320,097
今後内容を拡充しての実
施を検討

　

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

総合的推進業務 Ａ 10,835
当面の間、現状のまま継
続して実施

社会教育複合施設建設推進業務 Ｂ 2,033,622
当面の間、現状のまま継
続して実施

花いっぱい運動事業 Ａ 1,020
当面の間、現状のまま継
続して実施

生涯学習の推進

生涯学習の推進

市内の連携・交流

図書館の充実

公民館活動の充実

生涯学習支援体制
の充実

交流施設等の整備
（公民館等の整
備）

２　みらいへつながる社会教育の推進

地域・生活関
連施設の整備

連携・交流の
促進

生涯学習の推進
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施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

一般管理業務（青少年対策費） Ｂ 13,414
当面の間、現状のまま継
続して実施

青年交流館管理業務 Ｂ 205
当面の間、現状のまま継
続して実施

青少年育成業務 Ｂ 11,096
当面の間、現状のまま継
続して実施

放課後こども教室推進業務 Ｂ 19,844
今後内容を拡充しての実
施を検討

青森こども交流 Ｂ 2,070
当面の間、現状のまま継
続して実施

青少年問題協議 Ｂ 5,796
当面の間、現状のまま継
続して実施

青少年健全育成 Ｂ 5,695
当面の間、現状のまま継
続して実施

成人の日記念 Ｂ 10,954
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

少年指導者研修 Ｂ 141
当面の間、現状のまま継
続して実施

少年団体育成 Ｂ 9,381
当面の間、現状のまま継
続して実施

野外活動用具 Ｂ 718
当面の間、現状のまま継
続して実施

プチカルチャー Ｃ 1,055
対象の状況変化や財政状況に
より縮小、休廃止を検討

青年団体育成 Ｃ 1,695
対象の状況変化や財政状況に
より縮小、休廃止を検討

青少年育成地域づくり Ｃ 2,274
当面の間、現状のまま継
続して実施

青少年補導センター Ａ 34,244
当面の間、現状のまま継
続して実施

青年の家管理運営業務 Ｃ 23,450
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

管理運営業務 Ｂ 104,022
当面の間、現状のまま継
続して実施

展覧会開催業務 Ｂ 64,847
当面の間、現状のまま継
続して実施

美術品資料収集業務 Ａ 16,926
当面の間、現状のまま継
続して実施

調査研究業務 Ａ 5,373
当面の間、現状のまま継
続して実施

普及教育業務 Ａ 6,742
当面の間、現状のまま継
続して実施

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

一般管理業務 Ａ 20,875
当面の間、現状のまま継
続して実施

文化財施設等管理業務 Ｂ 25,251
当面の間、現状のまま継
続して実施

埋蔵文化財分布・資料整理・発掘調査業務 Ａ 81,459
今後内容を拡充しての実
施を検討

文化財愛護普及業務 Ａ 31,657
当面の間、現状のまま継
続して実施

史跡等保存整備業務 Ａ 15,659
今後内容を拡充しての実
施を検討

豊田ほたるの里ミュージアム管理運営業務 Ａ 21,996
今後内容を拡充しての実
施を検討

烏山民俗資料館管理運営業務 Ｂ 8,910
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

管理運営業務 Ｂ 58,184
当面の間、現状のまま継
続して実施

展示業務 Ｂ 13,552
当面の間、現状のまま継
続して実施

調査研究業務 Ｂ 9,482
当面の間、現状のまま継
続して実施

教育普及業務 Ｂ 9,148
当面の間、現状のまま継
続して実施

防犯対策

芸術文化活動の推
進及び環境の整
備・充実

文化財の保護
（文化財保護課）

文化財の保護
（考古博物館）

３　心豊かな青少年の育成

４　文化財の保存と活用

生活安全の推
進

文化・スポーツ
の振興

文化・スポーツ
の振興

文化・スポーツ
の振興
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施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

管理運営業務 Ｂ 13,940
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

展覧会開催業務 Ｂ 6,690
当面の間、現状のまま継
続して実施

資料収集保管業務 Ａ 7,404
当面の間、現状のまま継
続して実施

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

弥生パーク管理運営業務 Ｂ 44,562
今後内容を拡充しての実
施を検討

弥生パーク調査研究業務 Ｂ 13,686
当面の間、現状のまま継
続して実施

豊北歴史民俗資料館管理運営業務 Ｃ 61,732
当面の間、現状のまま継
続して実施

施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

小学校体育連盟補助 Ｂ 1,714
当面の間、現状のまま継
続して実施

中学校体育連盟補助 Ｂ 10,360
当面の間、現状のまま継
続して実施

高体連下関支部補助 Ｂ 371
当面の間、現状のまま継
続して実施

生涯スポーツ振興事業 Ｂ 68,190
当面の間、現状のまま継
続して実施

競技スポーツ推進事業 Ｂ 12,242
今後内容を拡充しての実
施を検討

スポーツ少年団育成業務 Ｃ 7,070
当面の間、現状のまま継
続して実施

下関市体育協会育成業務 Ｃ 11,324
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

スポーツイベント事業 Ｂ 19,719
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　下関市体育館 Ｃ 21,877
今後内容を拡充しての実
施を検討

施設の管理運営　長府体育館 Ｂ 19,045
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　吉見体育館 Ｃ 15,810
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　彦島体育館 Ｃ 24,202
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　垢田体育館 Ｃ 6,105
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　野球場 Ｃ 86,562
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　陸上競技場 Ｃ 98,238
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　庭球場 Ｃ 15,771
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　弓道場 Ｃ 9,074
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　アーチェリー場 Ｃ 1,353
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

施設の管理運営　武道館 Ｃ 4,271
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　市民プール Ｃ 34,249
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　運動場 Ｃ 10,770
事業実施（方法・手段・主体
等）の改善・再構築の検討

施設の管理運営　長府扇町運動場 Ｃ 13,692
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　相撲場 Ｃ 1,799
当面の間、現状のまま継
続して実施

施設の管理運営　フットサル場 Ｃ 2,300
当面の間、現状のまま継
続して実施

体育施設運営業務（菊川町） Ａ 41,534
当面の間、現状のまま継
続して実施

体育施設運営業務（豊田町） Ｂ 5,531
当面の間、現状のまま継
続して実施

体育施設運営業務（豊浦町） Ｂ 19,185
今後内容を拡充しての実
施を検討

体育施設運営業務（豊北町） Ｃ 25,034
当面の間、現状のまま継
続して実施

５　健やかさを育む体育スポーツの振興

文化財の保護
（長府博物館）

文化財の保護
（土井ヶ浜遺跡・
人類学ミュージア
ム）

スポーツ活動の推
進及び環境の整
備・充実

文化・スポーツ
の振興

文化・スポーツ
の振興

文化・スポーツ
の振興
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施策体系 施策名 施策を構成する事務事業 事務事業評価
平成１９年度事業額

（千円）
今後の方向性

学校教育の充実 教育環境の整備充実 教育委員会運営業務 Ａ 7,733
今後内容を拡充しての実
施を検討

学校教育の充実 教育環境の整備充実 一般管理業務（事務局費） Ｂ 160,236
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 小・中学校適正規模適正配置推進業務 Ａ 6,779
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 一般管理業務（校務技士・給食調理員等） Ｂ 1,155,598
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 児童生徒教職員管理 Ｂ 94,280
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 スクールバス運営業務 Ａ 34,149
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 要保護及び準要保護児童生徒奨学業務 Ｂ 207,013
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 特別支援教育就学奨励業務 Ｂ 7,714
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 遠距離通学援助費補助業務 Ｂ 13,574
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 障害幼児指導援助業務 Ａ 34,619
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 預かり保育事業 Ｂ 15,787
当面の間、現状のまま継
続して実施

学校教育の充実 教育環境の整備充実 特別支援教育推進業務 Ｂ 11,619
当面の間、現状のまま継
続して実施

※事業額は、その事務事業に直接要する経費と人件費の合計額。 　

※人件費は職員の年間業務量を１００とした場合の、その事務事業に要する割合を積算し、平均単価を乗じて得た額と
なっている。

その他関連事業
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Ⅳ 教育委員会会議開催状況等 

 

 ここでは、平成１９年度に開催した、教育委員会の会議の一覧を掲載しています。 

 平成１９年度においては、毎月開催している定例会を１２回、必要に応じ臨時に開催する

臨時会を３回開催し、４７の議案が審議、可決されました。 

 

 ・教育行政に関する一般方針に関する事項             １件 

 ・教育委員会規則その他重要な規程の制定又は改廃に関する事項  １３件 

 ・教育予算その他議会の議決を要する等、重要な議案に関する事項 １０件 

 ・教育委員会の附属機関の委員の任免に関する事項        １２件 

 ・教科用図書の採択に関する事項                 １件 

 ・人事に関する事項                       ６件 

 ・教育委員会が行う表彰に関する事項               ４件 

 

 

 上記の議案の他、定例会において下関市教育長に対する事務委任規則に基づく事案（専決

処分の報告）が１６件、その他教育委員会所管の事業等に関する事案について４７件の、計

６３件の事案について報告がされました。 
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開催日 会議

平成19年8月30日定例会

下関市立公民館の設置等に関する条例の一部を改正する条例

下関市婦人会館の設置等に関する条例を廃止する条例

下関市就学指導委員会委員の委嘱について

下関市立考古博物館協議会委員の委嘱について

土井ヶ浜遺跡・人類学ミュージアム運営協議会委員の委嘱について

定例会

平成19年6月28日

平成１９年度教育委員会会議開催状況等

平成19年4月19日
委員長の選挙について

下関市スポーツ振興審議会委員について
定例会

平成19年5月17日

下関市文化財保護審議会委員の委嘱について

下関市立小中学校の施設の開放にかかる管理指導員の委嘱について

下関市就学指導委員会規則の一部を改正する規則について

平成19年7月26日

平成１９年度教育功労者表彰（篤行表彰）について

菊川ふれあい会館運営審議会委員の委嘱について

豊田ホタルの里ミュージアム運営協議会委員の委嘱について

「下関市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例」議案の提出について

下関市立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例

学校体育施設開放事業管理指導員の委嘱について

平成19年12月20日

平成19年10月25日

下関市立学校職員服務規程の一部改正について

下関市立美術館協議会委員の委嘱について

下関市ふれあいセンターの設置等に関する条例の一部を改正する条例

下関市ふれあいセンターの設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則
平成19年9月20日

平成19年11月21日

下関市立公民館使用料規則の一部を改正する規則について

下関市学校寄宿舎管理規則の一部を改正する規則について

下関市体育施設の設置等に関する条例の一部を改正する条例について

下関市体育施設の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則について

平成１９年度下関商業高等学校教科用図書の採択について

下関市立長府博物館運営協議会委員の委嘱について

下関市立考古博物館協議会委員の委嘱について

下関市体育施設使用料規則の一部を改正する規則について

定例会

定例会

平成１９年度教育予算の補正（１２月）について

議案

平成２０年度下関市立小・中学校及び幼稚園教職員人事異動方針について

下関市立小学校及び中学校の通学区域に関する規則の一部を改正する規則

途中人事異動の内申について

下関市教育委員会公印規則の一部を改正する規則

平成１９年度教育功労者表彰について

定例会

定例会

定例会

定例会
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平成20年2月20日定例会

平成20年3月12日臨時会

平成20年3月14日臨時会

平成20年3月28日臨時会

訴えの提起について

「下関市立学校の結核対策に関する検討委員会条例の一部を改正する条例」の議案提出につ
いて

平成20年1月24日

平成１９年度教育功労者表彰（篤行表彰）について

「下関市立学校の設置等に関する条例の一部を改正する条例」議案の提出について
定例会

平成20年3月24日

下関市教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則

下関市職員の勤務時間等の特例に関する規則の一部を改正する規則

下関市婦人会館の設置等に関する条例施行規則を廃止する規則

平成１９年度教育功労者表彰について

下関市教育委員会表彰規則等の一部を改正する規則

定例会

下関市教育長の職務を代理する者の指定について

教育委員の辞職について

平成２０年度人事案件について

平成２０年度下関市教育基本方針及び平成２0年度下関市重点施策について

 


